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ロシア立憲主義への歩み

一一国家γステムの動態〈印刷年-19間竿〉

第 1宣言 ロシアにおける議会主義の成立

川経過

(幼現仔憲法と議会主義

第2章新霞会の発足

第8宣言三権力の抑制・均衡関係の展開

111 クーデター事件被告人等の大赦の問題

121 カザンニヅク検事総長の辞任

(3) 94年10月政府不信任問題

141 憲法裁判所判事の任命

151予算問題

(6) 95年6月政府不信任問題

171大統領解任問圃

(自) チヱチ z ン軍事介入問題の憲法裁判

191憲法改E問題

側大統領ー下院議員選挙法の制定

側その他の諸問題

第4章 ロシア到底主義の現段階

森下敏男

1995年12月12目、ロ γγの新車訟が制定された。同日ロシア新議会の選者F

も行われ、 9拝 1Jjll日に新議会が招集され定。新議会の任甥は2年に限られ
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ており、 95年l'月17自には、再び選挙が実施される。今、ロシア新議会の最

初の任期を終え名に当qて、ロシアに立憲主義が定着してきたと言えるかどう

か検証するのが本稿の目的である.つまり新憲法の定めた権力機関相互聞のチェッ

ク・アンド田パランスの〆.ニズムが、うまく作動しているか否かという観点

から、この2年潤 (1994年1月-1995年g月)の政局の展開を概観したい，

第1章 ロシアにおけ吾限会主誌の成立

まず現行憲法に先行する時期の、ソ連・ロシアの議会のあり方を簡単に概括

しておきたいロこの点については、すでにさまざまの8噛で論じてきたので、

詳しくはそれを多照されたい。

(1)経過

(，) ペレストロイカ以前

社会主義の時代には、権力分立原則が否定され 「最寓会議」を頂点とした

「ソピエト」に金権力が集中されるたてまえになっていた。いわば「議会」が

全権力機関とされていたのである。しかし議会に全権的を集中するというコミ品

ン原則は、現実には有効に機能せず、実際には共産党中央とその支配下にある

国家行政機関に権力は集中されていた。「民主主義的中央集梅主義jが院か才、

権力諸機日開の聞の抑制 均衡のメカユズムは、共産党の正しい政策を実現する

うえで、「妨害」システムになるとして批判されていた。

(b) ベレストロイカから1993年9月まで

19明年にゴルパチョフ政権が誕生し、 19泡氾年から政治改革が開始された。

この時期には、まず理論として極力分立論が採用さ札それに伴って、制度上

も大統領側、憲法監督委員会(憲法裁判断)制が導入された。しかし他方で議

会(ソピエ卜)の全権力性も残存しており、そのためこの時期には、権力分立

制が結局二重権力をもたらす結果となった。
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① ソ遁邦ゴルバチョフ大統領時代(1990-1991年〉

代表機関としての人民代難民大会は金権力機関(ソビエト型権力機嗣)とさ

れ、大会代議員の互選によ qて構成される段高会蟻の法令のみならず、任意の

大統領令(波市決定も〉を破棄することができ、さらには、窓法監督委員会の

結論さえ特居多数で破棄することができた。他方で大統傾は、大統領令によっ

てしばしば事実上の立法活動を行っていだし、また「憲法の保証者」であると

いう窓訟の規定に依拠して、違憲と判断した法令を破棄することも行っていた。

つまり人民代議晴大会と大統領は、それぞれ立法・行政・司法の三権を行使し

ていたことになるa これでは当然にも=重権力状態になbざるをえない。

② ロシア・エリツイン大統領時代(1991-199~ 年)

1993年9月21目、ヱりツイン大統領が議会 υ民代議貝大会 費量高会儀〉
を廃止するまでのロシアにおいても、事情はソ連邦と両様であった。ここでも

人民代議員大会は最高権力機関とされ、最高会議、大誠傾・酎府の任意の決定

を破棄できたし、実際に破棄していた。たずさソ連邦の場合と追い、憲法裁事冊

の字決には口出しできなかqた。 ζれは窓法「監督」委員会在、憲法「裁判j

所との違いでもある。また最高会議陪、常設の「立法処分統常機関」であ

るという、ソピヱト時代の伝統的な規定も窓桧に残されていた.この場合「処

分」機能は執行機能といってもよいし、「統制」機能は広義の「司法」繊維で

もあったから、結局最高会緩は三権を集中していたことになる。具体的には、

例えば最高金識は、大統領令の効力を停止する権限を有しており、私有化小切

手に関す忍大統領令について、この停止権が行使されたこともある。他方でエ

リツイン大統領は、時期によ勺てはメ民代議員大会によって非常権岨を与えら

れ、合憲的に立法活動を行っていたし、その期限が切れた後も、事実よ法律に

担当するような大統領令を出し続けた。つまりここでも議会と太統領がそれぞ

れ権力を集中する傾向がみられ、二重犠力状況が現出していたのである。
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(却現行憲法と機会主穫

1鈎S年9月21日、 zリツイン大説領は儀会を廃止するという強硬手段に打っ

て出た。それによって二重梅力状況には終止符が釘たれた。周年12月12日には

人民投票によって新憲法が制定された.この窓法はプランス魔法に近い大統領

制を採用しており、エリツイン大が領はしばしばドプール大統領と対比されたh。

新憲法は明確な権力分立体制を採用しているが、しばしばログア大統領の権限

は極めて強力と言われる。しかしフランス大統領に比べるc、それほどでもな

いe例えば、ロシアの場合首相の任命には下院¢同窓が必要であるが、フラン

スではそうではない。ロ γアの場合大統領が下院を解散しうるのは、極めて限

られたケース(下僕が3カ月以内に2度政府不信任を決議した場合など)であ

るが、フランスの場合そのよう低限定はなL、。ロシアに怯大統領帰任の制度も

あるし、任期も4年(フランスは7年)と短い。他方でロシアの場合、大統領

が法律に署名を拒否した場合、儀会は3分の2以上の多数で再可決し恕いと大

統領の拒否権を覆えせないが、フランスは単純過半数で覆すことができるなr、
ロタアの大統領の方が権限が強力である点もある。

さて旧暖高会議のような「ソビエト』機構と「議会」の相違についても、こ

れまで繰り返し論じたことがある.相進煮の1っとして、議員の職業性の問題

がある。ソピエトの代議員はパ トタイムで働くだけで、恒常的暗摘ではなかっ

たが、館会の議員は、職業的な政治家でなければならない，ペレストロイカ以

後「ソピエト』の「議会化」が進められてきたが、現在でもこの点は不徹虐な

点がある。また、この問題に関連して、公務員が同時に餓員たりうるかぐ現在

は兼任でき o)ξいう宿題もある。新議会発足後、 ζれら¢問題を含め、議員

の地位の問題がまず論じられた。

議員の待遇間動』ついて、下院除、 1月21日、「下院議員活動保鉦臨時規程」

を篠沢している。 (0新聞 94-1-29)。それによれば、議員は、園家観関その他

、の立人権や、法律違反や自由の侵害の排除を請求する権不臥無料電話権、無
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料交通機関利用権(タクシ を除く.同行する 1人の秘書も無料)を有する。

議員の報酬は大臣と悶績であり(さまざまの特別手当あ匂〉、議長は4<J%増額

される。また必要経費として畳低賃金の5倍の額が支給される。また大臣と同

じ医療・日常生活上のサ ピスが受けられるロ任期が終了した時は、前職に禽

帰する悔利を有す.。地方自身者には、住宅またはホテルが保証される。議員

には外交バスポートが交付される。軍人・内務機関員は、議員在職中、元の職

務は停職となる。議員は6人以内の秘奮をもつことができる。とのように、な

かなかの待遇であo.外国と比較して、ロシアの議員の特悔ぶりを批判する芦

も強い(議拠と事実1Mお〉。表⑤は、議員の好待温に対する会派の対応を示し

たものである.改革派は 般に自らの特典に批1則的であるが、保守派ほど議員

の特梅を強く主張する傾向が窺える(回新聞94ー1-21、イ94-1-21、ロ新慨94

1問、論拠と事実94-4)。なおよ践の方は、 2月26目、 f上院議員活動倒酢掴」

についての決定を採択していo (ロ新聞1}4-3-22)ロ

以上は臨時規程であoが、 94年 5月8日には、「ロ γア連邦上院議員 下院

議員地位法J(法令集94-2-74)が施行され、先のような議員の特奥が確定さ

れた。この議員地位法は、揺員¢特権の問題を越えて、議会の地位に関する憲

法上の重要な問題も提起している。大統領はこの法律に署名はしたが、多くの

問題点を指摘し、議会が自ら改正するよう呼びかけている(ロ新閣制 5-12、

イ94-5-12)。大統領が問題にしているのは、次のような点である。

蟻員は、国家機関・企業などへの立人権、公務員への面会権などを与えられ

ているが、とれは立法活動とは関係がなく、権力分立原則に違反している。そ

れは以前のソビエトのように、議会に「立法・処分 続湖機能」を与える試み

である。また議員の質問権についても大統領は異議を述べているロこれも議会

に統制権を与えるものであるが、憲法か認めているの陪予算の執行に対する統

制だけだというのである固また議員地位法は、議員の刑事免責特権を広大して

いる。憲法では 議員は、その所属する院の許可がなければ、逮捕したり、強
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劇観査を行うととができないとしているだけで、刑事責任を免除しているわけ

ではないeしかし議員地位訟では、刑事責任の追及そのものができないととに

な勺ている。また大統頓関辺は、蟻会が伝続的なソビエト型のステレオタイプ

を抜け出していないとして批判している。議員は全国民の立場に立って立法活

動を行うのではなく、自らを選出した企業や地揖の事益のために活動するロピー

ストになっているというのである〈イ94-5-12)。もっともこの点は、西欧諸

国でも同じようなものであるが。

なお議員地位法は、議員の職業化に関して次のように定めている(第6条)。

まず上院議員は、「非常勤」とされている。社会主義時代の最高会議議員は非

常勤で、年明数日しか会識は聞かれていなかった。議員は職業でなかった。現

在でも上院は地方の首長や議会議長が多く、上院議員を常勤で勧めるのは不可

能である。他方で下院議員は常勤職であり、公務員と兼任できず〈教育・学術・

倉M字活動を除く)、また有給の活動を行うこと憾できないことになっていあ

〈実際にほ、現在の議員は、大臣との兼任など認められている。軍人、内務機

関員、検察機関員は、議員の任期中は休職となる)。ソピエト時代以来、議員

の位置付けは徐々K変化し、そ¢職業再政治家化が進んできたが、下院について

はかなりそれが徹底してきたといえる。ただ現在でも、選挙に立候補する際は

公務員在職のままでよい。当選した際に辞聡すればよく、落選した場合は辞職

しはいですむ。また任期が絡れば、元の磁栂に復帰できる。

「ソピェト」かb議会への代表機関の転後に関連して、新議会の審議の申で

とりあげbれ、議論された問題点を3つ追加しておきたい。

1つ怯、震員が「国民代表」として国民金体を代表するものであることが確

認され、伝統的な遺挙人への「従属」から解放されたことである。具体的こは、

「命令委任制」、有相医者への報告義務制、リコ ル制は廃止されたのである。新

愈法には、これらの制度についての規定は江く江った。ただい出律でそれら

の制度を定めることは可能だという主張もあ勺た。しかし、憲法に規定がない



回 γア立憲主義への歩み 7 

以上(以前の憲法にはあーた〉、これらの制度を復活す忍ことはできないとい

うのが般的江見方となっている。特に、比例代表制が導入され、個々の諸員

と有権者の関係が切断されたことも、このような理解を促進した。法学者ワジ

リエフは、『議員は選挙人の委任によってではなく、しかるべき良心、自らの

良心に従って判断し、行動する」と説明している。「命令委任」制から「自由

委任J制への転換として説明するものもいる。(ロ新聞94-3-5)

ζの点に関連して、比例選挙で当選した議員が、当初の選挙図体から離れた

鳩合の処理について、問題が生じた(命令委任の問閣として論じられている)。

ポルジューク議員らが自由民主党から脱退したため、ジリノフスキ 党首が、

脱退議員は議員資格を失うよう議員地位法の改正を提案したのである。しかし

この提案は、質成150、反対173，保留11で否決されている〈独立94-4-9)。

「ソピエト」から議会への転換に関連して、問題になった第2の点は、議会

の執行権力に対する統制権の問題である。新窓訟では、議会は、型民法四定める

場合を除いて、執行権力に対する統蜘権はないと解されてい.(ロ新聞 9<-3

5)0憲法が定めている場合としては、予算の執行に対する統制緩の例がしばし

ば指摘される(ロ新聞94-6-2、独立94-10-5)。この権利を行使すれば、実際

には執行梅力に対する全面的な統制が可能のように恩われる。しかし憲法が定

めているのは、予算執行の統制のために組織される会計院の検蒼官を議会が任

免するということだけである(憲法第101条6項〉。議会が直鍍統制するわけ

ではない。そこで、例えlまチ£チ£ンへの軍事介入について、議会に調査委員

会を設け、政府を追及しようとしても、それはできずょいということになあ。政

治評論家チ晶ガ エフは、チェチェン問題をみると、「重要な問題の決定に際

して、辰註畑な御制・均衡の国家メカニズム帥瑚していることが月らかになっ

たJと述べているい95-1"':'11)0

後にみるように、下院の議事日程には「政情の目Jが設定され、政府と怠見

を交換する機会は設けりれているが、これも政府側隠それに応じる法的な義務
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があるのか否か疑わしい。 般に議員は政府に対して質問権があるのかどうか、

感訟は何も規定していないのであ.(ロ通報95-3-2)。実際、首相は求めに応

じて時々議会に出席しているが、大統領は一度も出席要請に応じたことは低い。

(独立随一10-24)。そのため、議会が統制権の拡大を要求して憲法改正を試み

ることは後にみるとおりである。下院のイリューヒン保安委員長供産自も、

チzチz ン事件の教司から、議会による執行権力の統制の強化が必要であると

いまた93年憲法の制定手続も間遠勺ているとして、新憲弦の制定を提唱して

いる(独立95-3-16)。

第3点は 先にも述べた議員の兼磁の問題である。もとも企ソピヱト時代は、

代議演はl年に数日開会議に出席するだけであるか句、既遥のと諮り、代議直

としての仕事は非常勤であった。司常的には元の職場で働くのである。しかし

ゾピエトの議会化こ伴って、議員と元の職場の仕事を兼職することは事実上不

可能になってきた必そこで公務員と議員を兼職できるか否かが問題になる。現

在は、大臣や検察官、裁判官の議員もいる。そして議員の議会への出席率が低

いなかにあって、とりわけ大臣の出席状況は芳しくなL、コーズィレフ外相や

チ品パイス第1副首相の出席率の低きが問題にされたこともあった。

立法梅と執行権の分離という観点からも、公務員の議員兼職は批判された。

元モスクワ市長のポポフ氏は 大臣と議員の兼任は、権力分立原則に違反する

「ソビエト システムの敵者復活Jt::と批判している。旧官僚勢力がそのまま

議会をも支配しようとしているというのである (-194-5-19)。兼織の陪麺は、

公務員法の制定に際しても大きな争点となった。何年7月31自制定された

「ロシア連邦公務基本法」は、公務員は、立法機関の議員になる権利がない

(第11条1項2号)というかたちで、この問題に決着をつけた〈ロ新聞笥 8-3)。

ごうして、『ソピエト」の「議会I::J Ii~ IIぽ完成されたのである。



ロシア立理由義への歩み 9 

第2京新議会の発足

1993年9月21日の旧議会廃止後、 10月8日には「ロシア連邦議会の機構に

ついて」の大統領令が発せられ、新議会発足の準備がなされた。〈ロ新聞99

10-12、ロ週報93-11-2沼、独立94-1-8)。さ bに11月21自には、この『機構j

の臨時緩曜が発せられている〈ロ遁線93-11 幻)固また当時大統領直L属立法提

案委員長だったミチ品コーフ氏とよって、連邦議会臨時規則が作成された。そ

の重要抵目的は、新しいハズプラートフ氏(旧最高会議議長)を作bないこと

にあーたという(独立鈎 12-24)。

91年8月のク ヂタ 騒ぎの際、エリツイン大統領を始め当時のロシア指導

部が立て循り、また93年10月の銃撃戦ではエリツイン大統領が攻撃を加えた

旧最高会議のピル〈ホワイトハウス)は、政府の建物に変り、新下院は旧コメ

コンピルぐ後のをスクワ市議会ピル)で開催されることにな勺た。下院には不

満が強〈、クレムりン内で開催するよう要求す忍商も強か勺た(ロ新聞"H
4)ロ結局下院は旧コメコンピルで開会されたものの、狭すぎあなどの問題もあ

り、 5月11日かりは旧ソ連邦プスプランの建物に移転した(ロ新聞94-4-22、

イ94-5-11、独立94-5-13)。旧ソ連邦と対抗した新生ロシアのシンボルでも

あったホワイトハウスが、議会から政府に引き渡されたことは、両者の力関係

の変化を示唆するものであ qた。

新しく選出されたロシアの上下両院は、 1994年1月11日に紹集された。最

初になすべきことは、議長の選出と、各院の専門委員会の形成であった。

まず上院では、大統領が閉会を宣言した後、最長老議員チ品ルュチぷンコ氏

が仮議長を、マトチキン氏(カリーιングラ ド州行政長官〉とクラスノヤ

ロフ氏(サハリン州知事)がその繍佐伎を務めた。リヤ ボフ中央選挙委員長

の議員資格報告に続いて、議長の選出に移勺士。連邦構成単位のリーダーが望

ましいとか、ロシア人が適当といった議論があり、具体的忽候補者としては、

第 1冨首相で大統領にも近いシユメイコ氏や、モスクワ市議会議長を務めたブ
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ンチ+ル民などの名が上がった。 1回目の投票では、 17人が得票したが、シュ

メイコ氏が78票を集め、次点のロマノヲ氏の13票を大きく引き離した。しか

し過半数に怯足りず、議長の選出には至らなかった(イ94-1-12， c新聞94-1

12、トルード 94-1-12)。

翠 1月12目、議長選挙が続いた。この日第1回目の投票では、シ 2 メイコ氏

85葉、ロマノフ氏sa裏で、シュメイコ氏はあと 1票で当選す.ところまでこ
ぎつけた。しかし2回目の役票では、シ zメイコ氏81票、ロマノフ氏78票と

後退した(独立94-1-13)。ロマノフ氏は、クラスノヤルスク化学コンピナー

ト生産合同「エニセイJの総支配人で、シベリア人を自称していた。ステルり

ゴフ将軍やジリノフスキ 氏にも近い保守・反動舗である(独立94-1-14、ロ

新聞94-1-15)0

l月13目、チ品ルノムイルヅン首相やイリ aーシン大新領首席補佐官、メド

ページ品フ大統領直属地域問題管理局長が、上院鎌昂にシ品メイコ支持の働き

かけを行った。それが効を奏したのか、選挙の結果、シ品メイコ 96票、ロマ

ノフ52菜、イリ=ムジノフ(カルムイキヤ共和国大統領) 7票、ロッセリ

(前スペルドロフスクh、I知事、現在知事に復帰)6票で、やっとシュメイコ氏
が議長に選出された。(独立94-1-14)。

他方で下院はどうか。下院も 1月118に初日を迎えた。大統領は上院に出席

したので、下院には首相が出席して挨拶し、また大統領の挨拶を代議した。中

央選挙委員会のイワンチョιシコ副委員長が、選挙准果を報告した。下院の仮議

長は、畳年長のルカワ議員(自由民主党〉が務めたが、司会の要領が悪いため、

しばしば議事は混乱した。下院では、まず会派結戒の優低構成員数をいくらに

するかが争点にな qた。大会派の共産党、農業党などは5C人案を主張したが、

小会派や民主派は14入、あるいは20人を主張した。しかしいずれの案も可決

されず、継続審議とな勺た〈イ94-1-12，ロ94-1-12、独立悦 1-12)。

翌1月12自怯下院は休会とし、会派の結成作業が進められると岡崎に 議長
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選出手続を話し合い、また議長人事をめぐって会派閥のかけひきが行われた.

議長選出は、定足数を総議員の8分の2とし、投票は2段階で行う@つまりま

ず自由役票(予備選〉を行い、次いで上位2人について決選投票を行うのであ

るロ 1月13日、下院では、臨時書記日局長のスタンケーピッチ氏が、畳録された

会派について発表し古(独立94-1-14)。

1月14日、下院の議長選挙が行われた。当籾はジリノフスキ 〈自由民主定

ルイプキン"実業党入メドペ ジェフ(新地域政策入シ M フライ(統 ・合

愈党〉、ルキン(ヤプリンスキ 連合)、セルゲイ・コワリヲフ〈ロνアの選択)、

ワレンチシ・コワリョフ(共産党)、プラギンスヰ cl2月12日岡田)、ルキヤ

ノフ、ウラソフなどが候補者として推薦されていた。シリノフスキー氏は、勝

利した党が篇畏を出すべきだと主張し、議長ポストを要求するふりをしながら

も、議事進行係になるつもりはないとして辞退した。シャフライ氏も、自分が

議長に適役と言いながりも、当選の可能性がないため辞退した。予備還の結果

は、ルイプキジ233累よウラソフ20C票、メドベ ジェフ 145票、セルゲイ・

コワリ aア13焔票であった.ルイプキン氏とウラソプ氏の2人で決選投票が行

われ、ルイプキン氏は、 223票ω賛成を得て辛うじて議長に選出された。 223

票というのは、総議員の半数をl票越えるだげで、しかも最後の1票は、当初

無効とされていた(ロシアの投票方法は、印刷されている候補者名のうち、支

持しない候補者名を線で消す方式であるが、との場合は、逆に支持する候補者

名にマルを付げていた)票であった。

議長に選出されたルイプキン氏は、最高会簸時代は共産党副恥代表であり、

今回の選挙では農業党に所属していた。ポルプグラ ド箆業大学卒業で、同大

学者待遇E主任を務め、また岡大学共産党組織の長も筏めた。改革派依その保守性

を懸念したが、しかし同氏は理性的な人物であり、最悪の事態は回避されたと

も評価されていた.同氏は、共産主義者かそれとも社会民主主義者かという質

問に対して、社会長と主主義者だと答え、多様な所有形態や政治的な也教主義に
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賛成すあと語q ている (0新鴎94-4-2)。同氏を支持したの、自由民主党 共

産党、農業党 白シア民主党、「ロシアの女盤ゴなどで、その他同府留或政策ム

「ロシアの道」などの多くも同氏を支持した(独立 94-1-15、イ 94-1-15)。

議長の選出哨り、次は雇噛長の選出と、専門委員会の設置およびその構成

が議題となった。上院は、 1月14目、アプドラチッポフ氏@百ロシア最高会議

民族院議長)を、 156人中117人@賛成で副議長に選出した。次いでピクトロ

フ氏〈チュワシ共和国醐〉も冨議長に選ばれた。さらに第3の臨輯として、

シ孟メイコ氏のライパルだq たロマノフ氏、ボロネジ州行政長官ァ・コワリョ

フ氏が推薦されたが、いずれも過半数の賛成が得られず、その選出は出回以怖

にもちこされた〈独立94-1-15)0

他方で下院は、 1月17日、副議長を、会派聞で合怠した統名簿に従って選

出しずヒ。第1函噛長にはミチュコーフ氏。由シアの選択」、最高会議時代に立

福島委員長を務めた)が、他の副議長にはワレンチン・コワリ aフ氏(共産党)、

フエドロワ女史汀ロ γアの女性J)、ペシゲロフスキ 氏〈自由民主党)が選

曲された。もう 1つの副議長ポストは、当面空席とされた(ロ新聞94-1-18)。

下院¢委員会については、 1月17目、"の委員会が設置され正副委員長も

決まった(表玄参照)。自由民主党は、主要伝委員長ポストには就かなかった

が、ジリノフスキ 氏の主張を反映した地政学凋委員会の設置を要求し、結余

幽折があったが、結局設置が認められた。その他、モスクワ10月事件解明委員

会などの設置も提案されたが否決されている四重要訟のは、下院ソビエト〈以

下、下院選首委員会と訳す)の設置で怠る。これは以前の最高会議幹部会に対

応する機伺である.最高会議時 tは 正面噛長や各委員会の委員長によって調理

成される幹部会が、議事の遷宮方法について予め審議していた。下院運営委員

会には、各会派の代表が参か1するのが新しい点である(ロ新聞94-1-18、ロ新

聞94-1-21)。
m 

94年3月25日には 下院の議員規則が採択された.それによれば、下院は1
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年に2回、春会期(I月12回-7月20日)と秋会期 (10月1日-12月25日)が

関かれる。 1週間の日程は次のように配分される。本会議は水曜日および金噸

自に、専唱門委員会は月曜日および木曜日に聞かれる。火曜自は朝円委員会、公

聴会、会派の会合などに利用され否。下院運営委員会は毎週開かれ、各月の最

後の過は、議員が有極者と交流すあために当てる。また金曜日には「政府の時

間jを置き、大臣に対する質疑応答の時間とする(第38条、第39条)0

下院の選挙に選挙団体を作q て臨んだ議員団は そのまま会派の結成を認め

られる。そうでない議員tt~ 35人以上集まって議員グループを結成するととが

できる。会派も議損グループも、そ句権利は同一である(第"条)。ロシア民

主党のように議会溌足当時15人しかいなくても、これは会派である。その後

議員グループを作ろうとした rl2月12日同盟J(改革派)や「ロシアの道J(反

動派〉は、"人のメンパが必要であーた。

下院の総会の定足数は、総議員の過半数である(第41条)。この過単数の意

味については註釈が必要である。ソ逮邦 ロシアでは、伝統的に、議決の基礎

数は、出席議員ではな〈、総議員数であーた。したがって欠席者が多いと、議

決は困難になる。そのため賛成が反対よりも圧倒的に多数である場合でも、否

決とえなるケースが多かった。例えば、 1992年のソ連邦の人民代議員大会では、

憲法改正案について賛成1493..反対37であったが、議員総数 (2240人)の3

分の2(1494人〉に1豪足りず、否決されたことがあ勺た。

このような議決方法怯不合理とも思えるが、現在ではこのような方法はさら

に強己された。というのは、議決の際の「総議員数」とは何かという問題につ

いて、憲法裁判所の解釈(憲法裁半所は憲法の解釈権を有する)が与えられた

からである。これは下院が恵法裁判断の解釈を求めたもので、下院側怯従来通

り、実際に存在している(つまり欠員を除外した)議員の総数という解釈を求

めたa しかし憲法裁半冊は、総議員数とは議員定数、すなわち下院なら450だ

と解釈したのである。したがって下院の通常の議決には、 450の過半数、すな
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わち226票が必要というととになる。とすると、伊えばルイプキン下院議長の

選出も、実は否決だったことになる。既述のように、彼は2"票で選出された
かbである，憲法裁執所は、このような混乱を避けあために、従来の方法で採

択された過去の決定については有効としでいあ。憲法裁事所は、このような務

屈な解釈を行った根拠を、人民主権の原則によって開Rしている。議会に欠員

が存在するのは望ましくな〈、迂b宮に繍充されるべきだというのであ官。その

ため、後にみるように、 95年の下院では、賛成299、反対0、保留2で否決

(との場合は総議員の3の2、すなわち30C票必要なケー討された例もある。

この場合出席議員は叩l人しかいないのだから、反対または保留が2人いるだ

砂で否決となる。

下院における法案の審議は、通常3読会制である〈第105条〉。第1説会で

俗、法案の基本的内容について金体的に審議するa そとで可決されると、第2

読会では詳細な逐象的審議が行われ、修正案が審議される。それが可決される

と、最後の第a読会にかけられる。第3読会で可決された時、法案は下院で採
択されたことになあ。

なお上肢の議B調則は、 94年7月28日に採択され その後改正を繰り返した

〈立法集鈍 17-147回。上院は、地方の立法・行政機関のトップが多いことも

あって、その会畿にはなかなか議員が集まらないことが多い巴下院目上に出席

率が低いのである。そのため当初総議員の3分の2であった定足数を、邸年7

月21日には、過半数に改めた。

きて♀上のように議会内の司節度が整備されてい勺たのに対して、行政機関の

方はどうか。未だ政府誌は制定されておらず、政府の機構は専ら大統領令によっ

て定めりれている。 94年1月10目、「速邦制号権力樹関の締成について」の大

統領事(法令制ート酬が公布され、舗の省〈後に lつ追加〉凶の国家

委員会等安定めた。また政府の人的構成も、新痩法採択後かなりの変更があり、

またその後も、政局とからみつつ、一部大匿の交替がなされている。なお副首
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相の数は、先の大統領令では2人の第1副首相を含めて4人とされていたが、

後に94年4月7日の大統領令で、 1人の第1冨首相を含めて6人に改められた。

〈法令集94-15-12羽)。しかし褒実はこの数字に一致していずみい.第1副首相

は、 93年4月初日に任命されたソスコベッツ氏と、例年11月5日任命のチュパ

イス氏の2人がいるし、その他の副首相も現在6人いる。しかしロシアではこ

の点を指摘する声はなく、このような問題には無頓着のようであ宮ロ

表①~④は、新憲法下の政府の構成および議会の主要ポストを示したもの

である。これはロシア逮邦立法集その他の資料によ q て作成したものである。

第3章三権力の抑制・均衡関係の展開

以下、新憲法下の2年近くの聞に立法・執行機関の闘で発生した係争問題に

ついて、憲法談学研の対応も含めて概観しておきたいー主として、クロノロジ

カルに展開していくことにする。

111 クーデター事件被告人等の大赦の問題

新議会発足後、最初に政治問題化したのは、 91年8月のクーデタ 未遂事

件の被告人や、 93年10月の騒乱事件の被疑者に対する恩赦の問題であ q た。

2月"目、下院は大赦の決定を行うのであるが、との沙淀は実は2つある。も

ともと新澄雄の制定を記念して大教を行うよう提案したのは大統領であ勺た。

大統領は1月21司、下院に対して「ロシア連邦憲法の採択と関速した大赦につ

いて」白決定案(ロ新聞94-1-25)を提出したのである。これは、過失犯で6

年以下の懲役刑に処せbれている者等々、決定案に列記されたカテゴリーに属

する受奔閣の烈児免じるなどの措置をとるものであるロこの決定案は一部修正
【"
のうえ、下院によ qて採択されることになあ。しかし下院は、大統膚提案のこ

の決定に便乗す墨かたちで、もう 1つ別の大教決定を行ったのである。

それは自由民主党(ピシユ+コフ議員)の提案した(独立94-2-15、。新関

94-2-18) r政治的・経祷的大教の宣言について」の決定である。これは91年
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のクーデター未遂事件〈国家非常事態委員会事件〉、"年5月1日〈メーデー

の日)にアンピーロフ氏の指導する「労働ロシアjむとの政治グループが警官

隊と衝突した事件、"年9月-10月のエリツイン・クーデターに関連して発

生した騒乱事件の3つについて、訴訟手続を終了すあという内容であった(そ

の他速の経済犯罪についても岡山。下院のこのような戦術は、大統領側の

予期しないところであった。下院側としては、してやったりという思いであっ

たろう。 ζの第2の大赦決定は、慌てて考案したものであるため、先の大赦決

定との"に矛盾もある。前者は、ロシア刑法典第 64条〈祖国反逆罪)の受刑

者には大教は及ばないと規定しているのに、後者iま、 91年のク デタ 事件

(祖国反逆罪に悶われていた〉の有罪者にも大放を適周している〈実際に依ま

だ有罪判決はでていなかったから、該当者怯いなかq たカののであるc2つの

大教の決定の公表は司新聞 94-2-26)。

そもそも 般に、大赦は行うべきでむいという意見もあった。犯罪が激増し

ているロシアにおいて、そのようなポピュリスト的な人気取り政策は、適切で

ないというのである白「ロシアの選択」派やロシ7民主党にはそのような見方

があ勺た(トルド 94-2-10、独立94-2-17)。ク デタ 事件はまだ判決が

でていないし、"年の騒乱事件については、まだ起訴もされていない段階で

あった。したがって、判決が出あまで大赦の問題は棚上げすべきだという意見

もあ qた(ロ新商94-2-18)。

2つの大教棄をワンセットで投票に付すか否かも争点になった司第2の大赦

案作 デタ 事件の被告人達を対象とする)を適すために体、ワシセット案

が有利であった.ャプロコ〈ヤプリンスキ 連合〕はそれに反対したが、結局

投票はワンセットの抱き合わせで実施された(敏立94-2-24.ロ新聞94-2-24)0

結果は、賛成25弘反対的、保留犯で、 2つの大赦決定は可決成立LZL
大統領側は、この大敵決定に当然反対した。大統領側からみれば、 "年12

月に成立した新憲法体制は、犯年9月-10月の騒乱を乗り切ることによって
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実現したのであり、その騒乱事件の当事者を無罪放免するととは、新憲法本制

の基礎を揺るがすものと受け止められたのである。下院の大教決定に対して、

大統領側に、その主張を貫〈法的根拠がなかったわけではない。

憲法によれば、大赦の決定は下院の権限である(第[03条第1項f号)が、

特赦の決定は大統領の権限となっている(第89条C号)。先の第2の大赦決定

は、具体的な事件を特定しての決定であるか句、大赦ではなく特赦であり、ぞ

れ怯下院の権限を逸脱しているといっ主張は可能である。特に大統領補佐官パ

トゥーりンが、そのよう伝主張を繰り返してい"下院の決定は権力分立原則

の違反だというのである。(ロ新聞94-2街、トル ド94-2-25、独立94-3-2)。

彼はさらに、憲法軒摘が機能を停止している以上、検事総長は、大教決定を

下院に異議申し立てできるとか、恵法の保証人としての大統領は、憲法に違反

する下院の決定を執行しないよう、検察庁その他の官庁に呼びかける乙とがで

きると主張した(ロ新聞94-3-1)0

結局ロシアには恩赦法といった法律が存在しておらず、犬散や特赦の概含規

定、その条件等(まだ1判決が確定していない段階の被告人、被疑者にも恩赦は

適用できるのかといった問題など)が厳格に定められていないという立法上の

空白が、この問題を複雑にしているのであるo恩赦法が制定されていない以ム

恩赦は適用できない〈以前も、法律¢欠如のため、濠法四定める連邦か bの脱

退権、行政訴訟、人民投票などが実施できないという問題があ勺た〉という説

もあ qた。

このような状況の下で、カザンニニック検事総長は、大数決定が公布された場

合は、当人に週知し、本人が同意すれば直ちにその者の刑事事件を終了す芯決

定を行うと宣言していた〈トル ド94-2-25)。検察官は、決定の内容につい

ては批評しないとか、大赦決定を監督する相陸軍霊はない〈検察官の監督権は議会

には及iまない)とも言勺ていた (0新聞 94-2-2~九ロ新聞 94-2-26)。また大

教と特赦の区別については、従来もソ速では、特定個人の刑事責任の免強を大
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歓の名において行qてきた(アフガースタン事件、チ品ルノプイリ事件など)

と反論している〈イ 94-3-1，-194-3-17)。そして2月"日、検事総長は、大

教の決定が「ロシア新聞」に公表されると同時に、関係者を釈放したのである。

この大赦によって、釈放された受刑者、被告人、被疑者の数は正確に肱分か

らないが、次のような数字が伝えられている。内相によれば、当時のロシアの

受刑者数は約50万人、未決勾留者数は約30万人、合わせて約80万人になり、

ロシア市民の180人に1人が拘禁されていることになる〈司新聞94-2-16)。

釈放されたのは、約2万人(女性は約2千人〉という固執行猶予中の者も約

200人含まれている〈トルード 94-3-3，プラウダ94-3-1入江お下院は、 3月

2何日、''1に大教決定の適用に関する決定を行っている〈ロ新聞 94-3-2剖。

検察庁が、そのように単〈、クーデタ一事件の被告人等の釈放を行うとは、

大統領も下院も予想していなかったようである。大統領は、従来かb大説領寄

りであーたカザンニック検事総長に膨響力を行使しうると考えていた。コスチ

コフ大統領報道官は、 1謝同や1カ月のうちに釈放されることはないだろうと

語っていた(イ94-2-25)。他方で下院も、検察庁の早すぎる釈放は合目的的

でないと考えていたという。そして釈放される者には祖国のために働く機会を

もう 1度与えるのであり、それに背いて園民的不和をかきたてるような仔動を

とる場合除、大統領と協力してそれを許さない錆置をとるといった内容の決定

案を考えていたといわれる(独立 94-3-1、ロ新聞94-3-2)。

下院の大数決定は、たてまえとしては、国民的和解の必要性をその恨拠とし

ていた。特に、大焼領と比較的近い立鼠径がら、積極的に大赦決定に賛成した

統一・合意党のシャフライ氏やクリノフスキ 氏などは、そのよっな主張をし

ていた(独立94-2-17、ィ 94-2-25)0他方で「ロシアの選択」派などの改草

派は、また内戦が起きると危報提揺を煽った〈司新閣制 2-24、独立94-3-2)。

ガイダル氏は、流血の惨事が起とるととを警告しているし、ユシ品ンコフ氏は、

「この目は内戦の始まりの日となろうJe語っている(口通報94-2-24内イ94-
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'" 
H る')0しかし、釈放されたルツロイ氏、ハズプラ トフ氏ら怯すでに過去の

人であり、政治尚カ陪ないという見坊もあった(独立94-3-1、イ悩 3-2)。

結果的にみると、大赦決定は、危識の回避のために役立ったのではないかと

恩うロもともと下院は、 2月16日、 r1993年10月3日-4自の事件の調査に関

する議院委員会」の設置を決めていた(ロ2質問94-2-17)。この事件は、大統

領が憲法に公然と違反して旧最高会議を廃止したことに端を発していたから、

その調査は、被しい政争の具になったであろう。また10月騒乱事件の裁判に

おいても、旧議会を廃止し、旧書覧会建物を砲墜した大統領側が、有引に裁判を

展開することができるか否か疑問であった。大赦の決定は、調査委員会設置決

定の廃棄とペアになっていたから、大統領にとっても、必ずしも悪い取り引き

ではなか今たはずである.

大激晴定の執行に関しては、刑事訴訟法上の問題が処理されなければならな

か勺た。刑事訴訟法典第s条によれば、すでに裁判が行pれているが、まだ判
決がでていない段階の事件については、字決を行った上で大教が適用されると

解された。 91年のク デタ 事件はすでに裁判中であったかり、大赦に反対

すあ人々怯、裁判の続行を要求した(独立例 2-25，'"新聞94-2ーお トルー

ド94-2-25)ーこの点についてロシア速邦最高裁は、本人が大放を受lオ容れる

なら裁判は終了し、そうでない場合拡続行するという態度をとった〔イ94-3

3)。その結果、ほとんどの綾告拡大赦を受け容れた。ただワレンチン・ワレン

ι コフ将軍だけは大赦を拒み、裁判は継続された(プラウダ94-5-5)。大教を

受け容れることは、自らを有罪と認めることを前提としているからである(ロ

遍報94-3-1)D 彼は後に無罪半慣を得ている。

なお例年3月4日-6日に行われたある世諭調査によれば、この政治的・

経済的大赦の決定に賛成のもの 56.9%、分かりない 21.8%という a 残り

すべてを反対とみなすと、 21.3%となる。また91年のク デタ 事件の被告

人達にどのような刑罰が適当と恩うかという質問に対して、死刑2.5%、終身
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知1j2.5%、有期懲役21.8%、執行猶予9.8%、特赦5.9%、.周忽し21.5%、分

かbない36.0%となっている。ルツヲイ氏、ハズプラ トフ氏についても、

同じような数字である(イ94-3-12)0

121 カザンニョク倹事総長の静佳

検事総長が下院の大赦決定ぞ直ちに執子したことは、同氏を辞職へと追いや

る原因となった。'41<4月2出回、上院はカザンニック検事総長を解任したので

ある。しかしその経緯には待余曲折があった。

カザンユフク検事総長は、"年10月5目、モスクワ騒乱事件の最中に、大統

領によ勺て趨憲法的f持続で任命され定。旧憲法下では 検事総長は最高会議

が任命し、さらに人民代議長大会の承唱が必要であった。つまり検察機構は議

会の支配下におかれていたのである。しかし93年9月21目、大統領は回議会

を廃止する大統領令を発し、その中で、検事総長は大統領によって任命され、

大統領に対して報告義務を負うと定めたのである。翌9il22目、大統領はそれ

まで検事総長を務めていたステパンヲフ氏を、そのまま検事総長に任命した

(法令集錨鈎 gω，)。
しかし畿会側の武装低抗により、 10月3-4日には、議会の建物(ホワイ

トハワス〉を中乙に騒司A犬態が発生するに至った。 10月5目、エリツィシ大が

傾は議会側に立勺たステバンコフ検事総長を解任し、カザンニック氏を後任に

任命した〈法令築関 41-3醐 39町。 92年~9a年の大統領と議会の対立構造

のなかで、ステバンコフ氏は一貫して議会寄りの立場をとっていた。これは同

氏の非改革派的な思想に依るものかもしれないが、大統領がしばしば法徐を無

視する態度をとったことも、合桧性の保証人としての検事総長としては許しが

たいことと感じられたのであろうロまた改革の推進は、とれまで過度に穴きな

権限を与えられできた検察機関の権限の縮小を必然的にもたらすから、検察機

関は総じて改革には梢極的であ今た。
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93年12月に新査法が制定されたロその移行措置規定によれば、旧憲法下で選

出・任命された大焼領、政府、裁判官はそのままその地位を継示することになっ

ているe しかし検事総長については何も害かれていない。したがって新盤法の

成立時に、新たに検事総長を任命する必要があqたという説もある。上最の禽

法剤立法裁判問題委員会や、大統領補佐官(政治学者〕のサタロフ氏などは、

そのようえな見解を述べてい墨〈ロ適報94，-4-8九回新聞94-4-8)0もともとカ

ザンニック検事総長の地位には、このように法的にあいまいなおが残っていた

のであるー

94年2月23日、下院が大赦の決定を行った後、カザンニック検事総長のもと

には、この決定を執行しないように大統傾倒から圧力がかかったといわれる。

検事総長自身の証言によれば、大統領から検事総長のもとに送られてきた文書

の中に、パトゥ リン補佐官の大統領宛メモがあり、そこには、下院の決定は

大激ではな〈特赦であり、それは大焼額の掴叡を侵していること、関係者は釈

放されるべきではないことが記されていたという。またカザンニック、ゴルシ

コ(連邦諜報局長〉、イ z リン(内相)は、説明に従って行動するようにと

いう大統領の指示もめったという(ィ94，-3-}、イ..→3-17、組立94-3-5)。

カザンニック検事総長は大統領に電話し、指示を撤回するよう求めたが、大

統領はそれを拒否した。そこでカザンιック氏は辞意を表明したのである。パ

トゥーり γ補佐官は、抜け道を探すため、大教決定が「ロシア新聞」の公式発

表欄ではなく、「下院でJというコ ナ に掲載されたから無効だといった些

細むことまで言勺たという(プヲタダ94-3-2)。検事総長に対して下漢を餅得

するようにという要請もあったが、検事総長は、立法発議衝を彼に与えること

に反対したのは民主派だと反論している(労働者の論塩94-3-29)ーこれは立

法発議傷の問題ではない泊五、ロシアではそう解する傾向がある。以前ゾりキン

憲法裁半所長官が議会で積極的に活動したのも、立法発議悔の行使として説明

されていた。
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ともかく 2月2お回に、大赦決定が新聞に発表されると、検事総長は直ちに、
“》

ルツコイ氏九ハズプラートフ氏など、対象となった人物を釈放した(イ94-3

L プラヴグ94-3-2)ロ同時にカザンニック検事総長は、辞任の意思を表明し

たのである。当初同氏は、大赦決定を (0シア議会主義の恥辱の日」として批

判し、それに抗議して辞意を固めたと報道されていた(ノ ポエ プレーミキ 94

9，ロ通報94-4-7)。しかし後には、等ら大統領が圧力をかけた(いわゆる

「電話法J)ことを理由として上げている。実際に怯、同氏は、必ずしも本気で

辞める気はなかうたようで、辞めるか否かは上院の決定に従うと発言したり

(ロ新聞94-4-7，イ94-4-8)、上院に対して辞任を認めないように要請したり

している(独立羽-4-7 ロ新聞 94-3-17、ロ速報悩 3-15)。

さて大統領は、例年2月26目、上院に対して、カザンニック検事総長を解任

するよう提案した〈ロ新聞94-3-1)0 9~年12月の新憲法によれば、検事総長の

任免は大統領が提案し、上院が任令・解任することになっていたから、これは

憲法に則った手続であった。ところがその後大統領は、 3月四日に別の大統領

令を発し、先の2月26日の大統領令の関係部分を失効させるとともに、カザン

ι ック検事総長の辞表を受理したというかたちでその辞職を認めた〈ロ通報似

3-15)。これは、本人が自発的に辞職する場合は、解任手続は不要という解釈

〈以前はこのような場合も解任手続をと勺ていた)のようでもあるが、別の説

明もされている。先にみたように、もともとカザンニック氏は、大統領により、

憲法の規定を離れていわば超法規約ずる手続によって任命されたのであるから、

その解任も大焼額によーて行われるというのである(ロ週報94-4-8)。違法に

任命されたものは違法に解任しうるという理屈になる。

しかしよ院はそのような措置に納得し忽か勺た。上院は、 3~17目、大統領

に対して、憲法に従い、カザ γニック氏の解任を提案し、また新検事総長の候

補者を提案するよう求める決定を採択した (0新商94-3-23)。それに対して

大統領は、 3月"日上院に書簡を送句、次のように要請した。問題は憲法裁判



ロシア立喧主義への歩み 23 

所によ勺て解明されるべきであるが、新しい憲法裁判断法を議会はまだ惰定し

ていない。他方で検事総長の人事を急を要する，そこで「大統領によって決定

されたカザンニック検事総長の解任に同意するよう要請するJoこれは憲法の
定める手続とは異なり、大統領は上院に解任を提案したわ砂で怯ない。解任権

は大描領が行使したのであり、念のためその同窓を上院に求めたというかたち

にな q ている〈トル " 94-4-8)。

他方で上焼の側は、これを大統領による解任の提案と受けとめ、 4月7目、

この問題の審議を行った白そして採決の結菜、解任案は、賛成ω、反対74で

否決された〈可決には88票必要、ロ新聞94-4-8)。カザンニック氏自身は、

翌日上j院で辞任の怠思を再度表明したが、上院弘、 ζ¢問題は解決済みだとし

て蒋審議を拒否した〈組立94-4-9)0ζうして検事総長とその代行(後述〉

が並立するr2人の検事総長」という状態が生じたのである(独立94-4-8、

イ94-4-8)。その後4月お目、結局上院はカザンユック検事総長の解任を、

賛成121で可決し、この問題は決着をみた〈ロ新聞94-4-29.，司新聞鎚 '-2泊ゐ

ただ手続的にはあいまいな点が残った。大統領側からすれば、検事総長を解任

したの怯大統領であり、上院の承認は法的意時のない事実行為にすぎなL、。上

院からすれば、大統領による検事総長の解任決定は、実怯上院への提案である

にすぎず、 E式に解任したのは上院であった。

大統領は、新しい検事総長の候補者として、イりユシ£ンコ氏を提案した。

同氏は当時36歳で、検察機羽で働いた後、大統領直属の統御管理局長を務めて

いた。 93年の大統領派左保守・中間派の対立が撤化していた時期に、保安評由民

会の犯罪 腐敗闘争官庁間萎員会に加わqて、当閣のルツコイ副大統領の告発

に関与した(独立94-4-17、論拠と事実94-11、モスクワ・ニュ ス94-11、プラ

ウダ94-4-12、ロ通報94-3-1.岡94-3-15)0 4月"目、イリユシ晶ンコ氏の

検事総長任命案は、賛成65 反対72で否決された(ロ軒倒94-4-26，司新倒"

4-29)。
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大統領は、カザンニック氏を解任した際、イりユシエンコ氏を検事総長代行

に任命していた。悦年秋、大統領ば再度イ 'Jユシ，ンコ氏を検事総長の候補者

として上院に提案した。しかし10月24目、上院は賛成旬、反対72で否決した

(可決にはoc票必凄。コメル94-10-2君、敏立鈍 10-26)0イリユシェンコ氏が
鵠会に拒否されたのは、その立傷があまりに大統領に近すぎるからであるが、

まだ若くてキャりアが不足しているという声もあった.

上院の議院規則第 170条によれば、検事総長の任命が否決された場合は、大

統領は、 2週晴間内に別の候補者を提案しなければならないことに立っている。

しかし大統領はそのような手続をとってとなかq た。もっとも第170条は、 2

週間とか「別のJ候補者とか、憲法にない条件を付けており、これは窓法違反

だという税もある(ロ新川町94-1I-23)回大統領は、引き続き、イリユシ孟ンコ

氏を検事総長に推す構えであった。

05年9月になって、エリツイン大統領はやっとイリユシaンコ氏を検事総長

に任命することを諦めた(イ舗 H 、トルード 95-9-12 ロ通報95-9-15)。

g月16日、大説領はスクラ トフ氏を新検事総長として提案した。 10月10日に

は、イ 'J;ユシZ ンコ氏を検事総長代行から解任し、ガイダノフ氏を岡代行に任

命した(独立ぬー10-10)010月M目、上院は、スクラ トフ氏を、賛成 13~ 、

反対 1、保留1というほとんど満場一致に近い賛成で検事総長に任命した(四

新聞%-10街、数立95-10-25)。

こうして新綾事総長は誕生したが、 1年半以上の問このポストは空席で、イ

"ユソ品ンコ氏が、検事総長の代行としてその様務を行っていた。ロシ7国家

の主要ポストには、しばしばこのように「代行」に認否ものが置かれる。ガイ

ダル氏も一時首相代行であった。これは関係機関の承認等カ得bれないために、

大統領がしばしば代行ポストを設けるためでああ。しかし、代行職は法的な根

拠がなく、その権限行使に怯疑問がある。例えば下級検事は検事総長が任命梅

を有するが、その空席期間申は代行が任命していた。カザンι ック氏も、代行
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という寵皮は存在しないし、代行をおくとすれば、検事総長代理(数人存在す

昼〉の中から検事総長が任命すべきだと主張した.そして大統領を、『ポケッ

トに入る健慣の検事総長を作ろうとしている」とt畔リしてい.曲目4-4一回。

検事総長代行白地位をめぐって、具体的な紛争も発生した。それは議員の刑

事免責特権¢剥脅の問題に関連して生じた。

94年6月15日、検事総長代行は、ジリノフスキー議員の'1事免責特権の剥奪

を下院に提起した。ジリノフスキ 氏俗『南方への最後の跳躍Jという著作の
(.) 

中で南進論を展開していたが、検察庁は、これが戦争宣伝罪(罰法奥第n条)、
民族平等原則違反罪(刑法典賃値74条〉に当たると判断したのである。下院運営

委員会は、この問題を資格審査委員会の審議に委ねたが、結局この問題は審議

しない(門前払い〉という結論になったロその理由は、検事総長の代行には、

そのような提案を行う梅限がないということであるい94-6-17、ロ芳澗94-6

'"、イ94-6-l8、イ94-6-24)。

しかし下院のこのような原則附句態度は その後勝れることになる。例年12月

四目、検事総長代行は、再夜ジリノフスキ 氏の特権剥奪を要請した。この時

は、下院は門前払いはせず、議題としてとりあげたが、投票結果は、賛成剖、

反対卯で、特権最奪の提案は否決された(イ94-6-30)0

次いで95年4月7目、検事総長代fil立、マプロジ議員の刑事免責特権剥奪

を下院に提起した。マプロシ氏は、有名なMMM社の社長であり、脱渦容疑

で取匂調ぺを受けてい定。臨ま、 MMM社の株主怯 1千万人を超え、家族を

含めれば数千万人にのぼり、ロシアの最大の勢力で&ると語り、大統領選挙に

立候補すれば当選す唇と豪語していた。実際同年10月初日の下院の補欠選挙に

立候補して当選していた。ただ彼は'1毒事免責を目的に議員にtょったようで、実

際には議会には受院していない。そのため下院は、 95年3月17日、同議員の議

員報酬を支払わないという決定を行勺ている。(立法集鉛 13-1118)。今回も

下院は門前払いはせず、議題として受理した。採決の結果、特権剥容は226票
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の賛成で、辛うじて可決されたかにみえた。しかし下院の蟻院規則によれば、

免責特権事奪民は3分の2の特別多数が必要とされており(第7条)、再投票

を行うたが、賛成は286栗に止まり、否決とな勺た〔可決には初日票必要、ロ

メル騎 4-8)。その後サピツキー館員についても、特権剥奪操業は否決され

ている(ロ新聞街 3-21)。

さらに錨竿5月"自には、スタンケ ピッチ議員の刑事免責特権活問奪が提起

された.同議員はペレストロイカ初期に楓爽と盈場した若手の改革派活動家で

あり、要離を歴任してきたが、ついに収賄容疑で取調べを受ける立場に転落し

てしまった。"年7月の匡晴オペラ・フェスティパルにからんで、数万ドルの

収賄を行q たと疑われているロ下院は、先@提案を、賛成[28 反対[5、保留

[0で否決した〈ロ新聞~-(i-23、ヨメル9.}-4-26)。犯罪の嫌疑を受けている

議員は江おか江匂存在すると実名人りで伝えられており、今後も同様の問題が

発生するで色ろす(ヨメル錨 4 冊。ともかく、このように、刑事免責特権

の事奪の提案については、検事総長代行怯、事実上、検事総長の権限の代行を

認められたのである.

(剖例年10月政府不信任問題

下院では政府に対する批専の声は貰して強かったが、特にそれが政府不信

任案のよ程というかたちで火を吹いたのは、 94年10月11日の「暗黒の火暖日」

事件を契機としていた.これは、ループルの対ドル レートが急落した事件で

あるo [ドル=3081ル プルかり、 1ドル=39回渇ルプルへと、一挙に'"ル

プルもループル安となったのである.

[0月21目、下院怯政府不信任案を審議した。酎輸の中心になったのはロシア

民主党のグラジエフ氏であーた。彼は、工業の廟域と私有化による経済の解体

状況を指嫡した。しかし野党の対応もまちまちであった.ヤプロコのように、

大統領が同じ人物である限り、政府を不信任しても仕方がないという芦や、代
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りに経済関係および軍事関係の大臣の解任を要求するものもあった.投票結果

は、不信任に賛成194、反対54、保留55で、賛成が多数ながらも過単数 (226

票〉に遠せず、否決された(独立94-10-27、独立94-10-28)。表⑥は、その

会派別の投票行動を示したものである。これは個々の議員の投票行動を、 93年

の選挙時の蟻員リストを元に会派別に集計したものであるが、補選による新議

員もおり、所属が確認できない議員が29人によーた。

これをみると、政府を全面的に支持しているといえるのは、シ+フライ副首

相をだしている銃 ・合意喧ぐらいである。次いで iDYアの選択jに政府支

持が多いが、それでも同派の大半は保留や投票不参加である.ただ「ロ γアの

還相続一 合意覚、ヤプロコの改革む勘句の3派には政府不信任に賛成した

議員もほとんどいない。最も明峰な反政府派は、自由民主党、共産党、「ロシ

アの道jの3派であり、次いで廃業党である。

政府不信任案は否決されたが、翌10月初日も、共産党は政府批判の決定案の

審議を提案した。それは賛成211票で否決されたが、同様の内容の農業党の提

案(政府の祉会・経済政策と経済改革路線を批判〕は、賛成237、反対旬、保

留2で可決された。

政府は不信任を免れたが、大筋領は下院との妥協策を探り、農相フルィストゥ

ン氏を解任して農業党のナザルチューク氏を任命し また財政相代行のドゥピー

ニン氏も解任した固さりに少し後になる(H月6日〉が、ショ ヒン経湾桐も

解任した。この時期には連立政晴論なあものが盛んに提唱されていた。新しい

首相として、スヲーコフ、ロボフ、グラクエフなどの名が取り抄汰された。も

ともと政府には、「ロシアの選択」、「統一 合意党」の他に、中間派的江大臣

も多かったし、腹業担当の劃首相ザペリュ ハ氏や島相ナザルチ zーク氏は農

業党で、後には法相に共産党のワレンチン・コワリョフ氏が参加するから、事

実上連立政府になったともいえる(ロ新聞邸 6-2叫。

さて「暗黒の火曜目」事件に関連して、政府だけでなく、中央銀行の責任も
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追及された.申央銀行の位置付げと総裁の人事梅は、これまでもしばしば政争

の具となってきた。社会主義の時代に同、中央銀行は政府の構成に入q ていた

が、ペレストロイカ時代の銀行法で、議会a管轄へと移った。"年12月のロシ

ア憲法改正では、中央銀行総裁の任命権は最高会議にあることが明記されると

同時に、同総裁は政府の構或員にもなることで、妥協的な措置がとられた。何

年の現行憲法では、中央銀行総裁は、大統領が提案し、下院が任命(解任)す

ることになっている。

「暗黒の火曜日』の翌10月12目、大統領はゲラシェンコ中央銀行総裁の解任

案を下院に提案した。しかし10月1.日に、悶総裁が大統領に辞表を提出したた

め 大統領は下院に対する先の提案を撤回し、別に同総裁を解任する大統釘令

を公布した。(立法築制 25-2702)。中央銀行総裁の解任権をもっ下院は、こ

れに異義を唱えていない。本人が辞表を提出した揖合位、下院によあ解任怯必

要ではないという解釈のようである (0新聞94-11-15)。ただし保守派の中に

は、下院が解任決定を行うべきだという主張もあった〈イ 94-11-25、独立~

11-24)。従来ソ逮・ロシアでは、自発的な辞任の場合でも、手続的には解任

といっ方法をとっていた.先の検事総長の辞任の樋合も、上院はそのような態

度をと qたのであヲた。しかし下院および大統領は、違った盤解をしているこ

とになる。

さて大統領は、 10月18日、中央銀行語噛裁だったパラモノワ女史を、総裁代

行に任命した(立法集94-26-279.的。また「代子」である。その後大統領は、

問女史を、新総裁として下院に提案した。 11月24日、下院はこの民唱を響識し

採決を行ったが、賛成107、反対127、保留1で否決された(独立94-11-24)。

餐成したのは、統 ・合意没入ヤプE コの全体と、「ロシアの選択」、「ロシア

の女性」の一部、反対は、共産党、農業党、「ロシアの道」などであった，政

治的な反対ではなく、彼女の盗勢が明確でむいといった理由のようである〈イ

94-11ーあ〉。
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95年夏大統領"、再M度バラモノワ女史を中央銀行総裁に提案した。ゲラシ孟

ンコ前総裁が強〈推薦し、またこの閥、インフレも鎮静化し、為替レ トも落

ち着いでさており、彼女の字院を評価する声もあった.しかし6月7目、下院

予算委員会陪彼女の人事を否決した(イ95-6-8)。次いで7月20目、下院総会

は、彼女の任命を、賛成161、反対100、保留13で否決した(コメル95-7-20)。

中央銀行法によれば、司じ人物を2度総裁¢候補者として推薦できる。彼女は

すでに2回否決されたが、前回は、中央銀行法が改定される前だから、もっ 1

回チャンスがあると解されている(コメル95-7-6)。

(制憲法裁判所判事の使命

93年9月21日、エりツイン大筋慣は日銭会を廃止する大統領令を発したが、

その際憲法裁事厨に対しても、その活動を停止す.ょう提案した。珂日憲法裁

執所は、この大統領令を憲法連反と認定し、それが大統領解任の理由となりう

ると結論した目当時憲法裁判所和民事の定員は15人であったが、現員は13人で

あった。そのうち、ゾリキン長官、ルチン、ペデルニコフ、テワノフの4人は

旧憲法第121条の10(大統領の般的な解任規定)と、第121条の 6 (最高会

議の解散などを行うた場合の大統領の失権条項)によーョて解任しうるという態

度をとり、エプゼヱフ、ルトキン、ガジ ヱ7、セレズニ Eブの4人は、第

121条の6の適U周には反対し、ピトルーク、マルシャコーヮ、アメテストフ、

オレイユックの4人は、そもそも大統領の行為は憲法漣反ではないという創度

をと q たようである(独立93-11-9)。

その後10月s日-4日の騒乱事件を経て、 10月6目、 7，ラトフ大統領府
長官除、ゾワキン憲法裁半所長官に辞任を迫ったという。ゾリキン長官によれ

ば、さもなければ憲法裁支所を解散させるとか、卒事の家族にも危害が及ぶと

いって脅したというのである。憲法裁半所内部からも、オレイニック、?メチ

ストフら5人の判事が、辞任を促したというロ他の判事のうち2人は、辞任を
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強制することはできないが、ゾりキン長官個人の良£叩悶鍾だという君臨唖をと

り、残りの判事は辞任を思い止まるように言ったという(プラウダ羽 12-10、

モスクヮ・ 3主主←ス鈎 42λ 結局10月6呂、 ゾリネ y長官は、長官を静任し

(卒事としては留まる〉、ピトルータ判事が長官代行に就任した。翌10月7目、

大統領は「ロシア憲法裁布所について」の大統領令を発し、新窓法が制定され

るまで、懲法裁判所の機能を停止するよう命じた。以後1年半近く、憲法裁判

所は機能を停止するのである。

しかし、そo閣にも、憲法裁執聞をめぐるトラブルは続いた。帥年12月1目、

温法裁判所は、ゾリキン、ルチンの2人の割事の活動停止処分を決定したB そ

の理由は、意法裁和周法第14条2項に違反して、 2人が政治指動を行ったと

いうことであ否。ゾリキン事事は 新憲法家を公然と批判し、ルチン判事は、

下院篠員選挙の農業党の候補者名簿に名を連ねていたという(なお91年にル

チン氏が憲法裁判所判事に選出された際、彼を推謝したのは共産党フラクシa

ンだったという。モスクヮ・ 4晶ース鈎-50)。この会議には8人の執事が出席

し、ゾ')キン氏については6人、ルチン氏については5人がこの決定に賛成し

?と。

この決定に対して、処分を受げた2人の判事は、次のように反論した.第1

に、処分決定時に、その処分の理由はすでに消失していた(ルチン氏怯選挙へ

の不参加を表明 ゾリキシ氏は病気で政治活動は不可官1>0 第2に、決定に参

加した執事は8人であるが、活動停止決定には、判事の3分の2以上〈現員1

3人のうち9人以よ)の出席が必要であるa第3に、 10月7日の先の大統領令

は、ヨ眠法裁判所に会議そ紹集しないように命じているが、憲法裁判所の決定怯

とれに違反したことになあ。また当の2人の判事は、圧力に屈して辞職するこ

とはな〈、あ〈までも現職に留まると宣言した(独立93-12-3)094年 UHl

目、ルチン判事怯、抗議のためのハンストを宣言した〈プヲウダ94-1-12)。

このような混乱した状況のもとで、当時、憲法裁判所の総務般論もあった(独
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立93-12-22)。

例年 1月25目、憲法裁判明怯、ゾワキンとルチン両李事の活動停止を解く決

定を待ヲた.10人の出席者のうち、ゾリヰン判事については7人、ルチン1判事

についてはg人がこの決定に賛成した(イ94-1-27、ロ新聞94-1-21、滋立M

1-2の。しかし、その後もゾリキン相事は政治活動を止めなかった.93年3月

に弘、「ロνアの名における合意』という社会運動〈ジュガノフ、ルツコイ、

パプ リシ氏bが参加)の組織者の1人となった(独立94-3-22、イ94-3-22}0

憲法裁判明ほこの問題を審議し、ゾリキン平事を活動停止処分にすることはし

なかったが、彼の行動を批判し、同等に、裁判官に留まるか、それとも酎治活

動に徹するのかを自ら決めるよう提案する決定を、 12人中8人の賛成で決定

した(独立94-3-23)。

19路年12月の新憲法の自民定により、憲法裁判所の機能は多少変化し、定員

も19人に鳩えた必新憲法の経過規定により、旧議割官は、新憲法の発効後も、

その地位を維持すあことになっていた。したがq て、これまでの憲法裁字所判

事13人は留任し、欠員は6人ということになる。斜年7月21自に怯、新しい

憲法裁判明法が施行された(下院では、賛成331、反対5、保留26。独立制-6-

15)。新憲法では、憲法裁剰闘の判事は、大統領が候補者を提案し、上院が任

命することになっている。この人事M例年10月から本格化した。

大統領のもとには、種々の団体から約50人の候補者が推薦された(全ロシ

ア裁刑宮大会12入、司法省12人等)が、大統領は、 10月6目、そのうち 6人

を候補者として上院に提案した(立法集94-24-2闘 イ94-10-11)06人に絞

る段緒で大統領に影響力を行使したの拡、フィラトフ大統領府長官とパトゥ

リン補佐官だという〈ロ週報94-10-21)。その6人とは、ウラジーミル・トゥ

マノフ(科学アカデミー国家・法研究所部長、下院議員、統 ・合意党所属)

オリガ・ホフリャコワ(立法・比較法学研究頭部長)、ウラジーミル・ヤロス

ラフツ品フ〈レニングラード市裁判所判尊耳、無名だがダークホースと新聞は伝
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えてい.)、ミハイル クラスノフ〈パトゥーリン氏のスタッフ、後に大統領

補佐官)、ミハイル・ミチ品コーフ(下院第l副議長、「ロシアの週間派、上

院が任命す否可能性は少ないが、任命すれば有力な長官候補者と新聞は伝えて

いる〉、バレリー・ザピツキー(科学アカデミー国家・法研究所部長、組織犯

罪との闘いに関する大統領令後述の合憲性を主張する唯の法学者と紹介

されているが、本人はそれを否定してい.，であるaζのa人のうち、前3者
が上j院によって憲法裁割所判事に任命された〈立法集鎚~盟&独立94-10

~ コメル94-10-25)。ζれで欠員はa人にな qた。

94年11月3目、大統領は、 3人の欠員を埋めるため、次の5人を候補者と

して提案した。ユ リ・ダι ロフ(旧ゾ連邦世務次官、反独占委員会面'1"員
長)、ライフ・ピクタギロア(タタルスタン出身、中夫選挙委員会委員)、ユ

リ・カルムイコフ G日ソ逮邦最高会議立法委員長、ロシア法相)、クラスノフ、

サピツキー，最後の 2 人は、前回躍策したが任命を恒否された人物で，t， ~o 3 

つのポストに対して候補者がs人というのは奇妙であり、選出手続が難しい.

そζで上院は、 11月15日、まず選出手続を決定し(立法集"羽-23ω〉、ダニー

ロフ氏については同目、判事に任命した(立法集94-31-3初心。しかし他の4

人はいずれも否決された〈立法集94-31-3215.λ この時、予備投票で怯、 1位

のダユ ロフが74票、 2位クラスノフ6c粟、 a位ザピツキ 58粟であった
(ロ新聞94-11-16)。ともかくこうして、残る欠員は2人とな qた。

次いで例年12月6目、上院は、大統領の提案したウラジ ミル・ストレヲ

〆フ氏を憲法裁半服罪判事に任命した(立法集94-33-3410)。残る 1人について

は、大統領はロベルト ツイピリョプ氏(フィラトフ大統領府長官の補佐官)

を提案したが、例年12月16日、上院の票決では、 4票足りず否決された〈立

法集94ーお舗路、独立94-12-17、独立鈍 1-18)。大統領は、 95年1月17日に

も、再度ツィピリョフ氏を提案したが、やはり上院は否決した(立法集95-4

a8，独立95-1-19)。上院@議員83人は、上院の憲法的立法委員長コストエフ
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氏を推薦したが、大統領によって無視されている(独立船 1-18)。

このように、憲法裁半所の欠員補充がうまくいかないことについて、療法裁

判所の活動宥開を望まない大統領が、意識的に補充を淫らせているのではない

か(故怠に有力でない候補者を提案することによって)といった穿った見方も

あーた。大統領は、 ζの問、憲法・法律に低泌すると疑われるような大統領令

をかなりの数公布してきたからである。 94年四月初日には、ピトル ク憲法

裁判所長官代行が、欠員補充の遅れについて、大統領と上院を批判する発言を

している(独立94-12-31)。

この段構では、たとえ欠員があっても、憲法裁半昨野は活動を再開できるので

はないかという主鳴も展閣された。憲法裁判聞は、定員の4分の3以上の判事

(15人)が存在すれば、活動できることになうているからである。例えば、議

会の場合も、 93年12月の選挙の際、選挙を実絡しなかった選挙区や、低投票

率で唱挙が有効に成立しなかった選挙区があうたし、静穏等で常に欠員を抱え

てい"それでも議会は活動している。しかし憲法裁判所については、その活

動の開始時には全メンパ カ捕っていなければならないというのが公式の解釈

であった(独立94-12-27)。ピトルーク長官代行も、全員が鮒わないと長官の

選出などの人事ができないことなどを理由に、そのように解している抽立94-

12-31)0 92年の憲法裁判所は、定員 (15人〉に満たない13人で発足したので

あるが。

95年2月7目、上j院は、大統領の提案した 2人の候補者のうち、マラト・

パグライ氏(労働 社会関日系アカデミー第1副総裁)を賛成101、反対29で憲

法裁割所判事に任命したーもう 1人の候補者ァナトリ ・ベンゲーロフ氏〈大

統領直属情報紛争裁布院長〉は、予備投票(ロシアの人事では、候補者会員を

対象に投票してその最上位者を当選者とすあのではなく、 1人1人について可

否の投票を行うととが多い。この場合欠員 lに対して候補者は2人いるから、

そのような方法では2人とも可とされたり、 2人とも否とされる場合もありう
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る。そこでまず予備投票を行い、上位者から正式の投票にかげるという方法を

とるのである)で27票しか集められなかうたので、正式の投票は行われずるかっ

た〈独立95-2-8)。ともかく ζうして、意法裁判明の全判事が揃q たのであ

る。

"年2月13目、憲弦念判所はその長官を選出した。予備投票の結果、得票

したのは、トゥマノフ、マルシャコーヮ、ピトルーク、バグライの4人で、トゥ

マノフ氏の得票は12票であった.次いでトゥマノフ氏を長官に選出す忍か否

かについて役裂が行われ、賛成11、反対8で、同氏が選出された。トゥマノ

フ氏は192E年生まれの6ll歳で1;り、定年 (70歳)まで残る任期は1年半だけ

である(長官の任期自体は3年)。同氏は、外国貿易大学を卒業後、科学アカ

ヂミ 国家・法研究所研究員などを務めた。法理論、 t団交法、療法などが専門

で、特にプルジョア法批判を得患としていた。しかし92年には反共主義の立

場を明確にした。同氏の選出を、エリツイン大統領の勝利と評価す.声もあ.

〔独立随一1← 14 イ95-2-14)。なお長官代理には、マルシャコ ワ女史が選出

された。責任書記についてはダニーロフ氏とルトキン氏が候補者になったが、

ともに過半数の賛成が得られず、選出できなかった(コメル95-2-14)。

ともかくこうして、 1 年半の中断を経~後、憲法裁判断は再び活動を関抽し

たのである。

(51予算問題

予算の決定は、議会D最重要課題の つであるe しかし91年、 92年、"年

と、ロシア連邦の予算は事実上存在しなかったo "年は 両年の12月になっ

てはじめて予算が成立するといっ始末であった。 94年度予算も、長初のsヵ
月(第1・四半期〉は大統領令によって決定されたのであるo 4月に入って終

予算状態にな勺たが、 3J'i24日に下院が決定していた第2・四半期の予算(賛

成228、反対21、保留19、口通報94-3-25)を、 4月5目、上院も承認した
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(独立94-4臥ロ通報94-4-6.独立94-4-6)。間目、下院は第1・四半期の

予算の決算報告も承認している(イ94-4-6)。

例年度全体の予算案は、 3月18目、下院に提出された〈ロ適報94-3-25)0

議会側は予算審議のための詳細な資料の提出を政府に要求したが、政リ府はこれ

を拒否している(独立94-4-6、独立94-4-9)04月15目、下院は、 94年度予

算案を、賛成226で基礎として採択した (0新聞94-4-16、独立94-4-16)。

「ロνアの選択』統ー・合意党、「ロジアの女性」などが賛成、予算委員長ザ

ドルノフを抱えるヤプロコは反対、「新地織政策Jも反対、共産党、 a農業党は
態度が一貫しなか勺たという。自由民主党は、いつものように、交換条件とし

て、外相、内相、チ zパイス副首相の解任を求めた抽立94-4-16)。その後

下院は、 5月11日、第l続会で、賛成237、反対77、保管12で予算案を採択し

た(ロ新聞94-6-7、E還報94-5-12、独立加 5-12)。との時反対したのは、

「ロシアの選択」、ヤプロコ、 [12月12日伺盟jといった改革派であった(独立

94-5-24)。
6月2日には、」ヒ読も、予算を基本採択した〈独立 94-6-3)0 6月8回、

下院は第2読会で、質成22'栗で予算を採択した〈司新聞94-6-9，独立94-6

9)0 6月22日、下院は、第3院会で、賛成が221票しかなく、 E予算を否決

した(独立 94-6-23}。しかし6月24目、再投票の結果、質成2問、反対的、

保留8で、 94年度予算を最終的に採決した(ロ新聞94-6話、鈎立94-6-25)0

同日、上院も予算を承認した.

94年度予算に対する、会派別の投票行動は、表:j)のJとおりである(ただし

第1 第2読会のみ)。これを見ると、「ロシアの選択」、 [12月12日問題』、ヤ

プロコといった改革派は、賛成議員が少ない。改革派でも、政滑に近い統一

合意党は賛成率が高いが、他方で保守派の畿業覚、共産党は賛成議員の比率が

高い。自由民主党も賛成がかなり多い方である。ルツコイ元副大満額のかつて

の仲間であるり rッキー議演は、野党が予算に賛成するのは、世界の経験から
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みてばかげたととだと語q ている(独立94-4-21)が、 94年度予算案は、与

党よりも野党によって支持されていたようにみえる。中間的な会派の対応もさ

まざまで、「ロシアの女性Jは賛成が多いが、「新地域政策jは少ない。

予算をめぐ勺て具体的に何が争点になったのか明確でないが、問題''1に質成・

反対は複雑に受錯したようであるし、また会派横断的なロビー活動もあったよ

うである。したがって、各派の対応を単純に整理することはできそうにない。

般的には、改革派は財政支出を抑えようとし、他は支持基盤と忽る分野の予

算配分を僧やそうとするといった傾向が指摘できるだ妙である。ただ、予算事司

鑑jこも表れているように、大統領与党(改革派〉は、一般的には大統領を支持

しつつも、具体的な政策では攻摘反対に回るケ スが多い。総論賛成、各論反

対である。他方で野党は、 般的にはエリツイン政権に反対しながらも、具体

的な問題において位、実列政府を支持するケ スも多い。総論反対、各論賛成

である。ともかくこのようにして、 94年度予算は、その生存の半ばに成立させ

ることができたのであ'0
さて、予第の成立が毎年遅れるため、何年度予算案については、議会はまず

r95年度予算審翠・怒沼手続法」時リ定から始めようとしh 下院は7月初日、

上院は7月26日にこの法律家を採択したが、その中には、政府はω年10月1

目までに翌年の予算案を提出す否ことが定められ、また提出すべき資料のリス

トが縄げられていた。しかし大統領は、この法律に署名することを拒否した

〈独立94，-10-7，ロ新聞 94-11-2)。実際には、"年度予算の審議は、例年11月

"日に始まった(イ94-11-2fj 独立94-11-26)。それは12月22目、第1読会

で採決に付されたが、否決された。こ乙では条件付きで予算案に賛成する農業

党と、反対する共産党がかなり鋭い対立をみせたようである(独立制 12-23'λ

その後、 6子余曲自庁があったが、結局下院怯、何年2月24日、賛成273-聞拘臥

保留4で95年度予算を係択した(独立95-2-2冊。さらに95年3月22目、上院

も賛成鈎票でそれを承認した(数立随一3-23)。こうして凶竿度予算は、その
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年の第1・四半期に成立した。予算制度はともかくもE常に複瀧し始めたので

怠る。

(6) 95年8月政府不慣径問題

95年3月、テレピ・ジャ ナリストのリスチェア氏が殺される事件が発生

したロ後述のように、りスチaフ事件に際しては、下"'"イェーリン内相等の

不信任を決議したにもかかわらず、大統澗依それを無視する態度をと qた。ま

たソスコペッツ第1副首相を団長とする代表団が、ウクライナに対して債務返

済猶予を認めた〈ウクライナは西歌諸冨には債務を返済していたという〉こと

も議会の批判を招いた.そのため下院では、政府不信任案の上程が話題となっ

た。統 ・合意党からロシア民主党へ移ったザトゥーリンが発起人になって、

必要な署名を集めていた〈独立95-4-6)。

95年6月14日のプジョンノフスク事件を経て、政府不信任案の提出が具体

化した。プジョンノフスク事件とは、継続中のチェチzン紛争に関連して、チェ

チェン人の武装グループが、隣接するスタプロ ポリ道のプジaンノフスクに

侵入し、病院その他の施直を占拠し、人質を取って立て纏った事件であり、多

<c犠牲者をだしていた。ロシア民主党は、この事件が起こる以前から、政府
不骨任案の上程を目指していたが、 6月21目、正式に下院の議題として取り

上げられた〈プラウダ部 6-22)。

政府不信任案の提案理闘を説明したのは、下院経済政策委員長のグラジエフ

氏であった。同氏は、以前対外経済関係相を務めたことがあるが、 93年9月

のエリツイン・ク デタ の際辞任していた。下院では民主党会派に所属し、

無任所相として入閣し政府寄りとなったトラフキン氏(後に雛党)に代わーて

民主党の党首と伝った。まだ34歳の若さであるが、下院では最も目立った政

府批判者として活動し、髭の政府の首相に擬せられてきた。その後『ロシア人

共同体会議」のリ ダ の1人と怠っていあ。彼はケインジアンで、アメ')カ
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のルーズベルト元大統領を尊敬してい墨と語ゥてい苔(ロ趨報95-6-21)。

グラジエフ氏は、政府の約束した経済政策が実現されていないことを、具体

的伝数字をあげて指摘してい忍。経済危機のため、 94竿には、人口が約1∞万

人様少したというo4ω0万人、すなわち人口の約3分の 1除、最低生活基当匹

以下の生活を余儀忽〈されており、人口の10%は、栄養不良状績にああとい

う。次いでチ三ルノムイルジン首相に発言権が与えられたが、曹洞は短く熊内

容な認をしただけで、会場は野次で騒臼然となーている。

次いで議長ルイプキンは、「ヤプロコ」のヤプ'Jンスキ 氏に発言極を与え

た。いつもと順序が重うので、叫ぴ声が起きたが、議長は、いつもAかり始め

ているから、たまにはRから始めてもいいだろうと言勺ている。ヤプリンスキー

氏は、経済問題について怯今政府不信任を議論する時期ではないカ、北コ カ

ザスの事件(プジ sンノフスク事件)に関連して、国防相、内相は解任される

べきだという。ただ個々の大臣を解任する方法が下院には芯いので、政府全体

を不信任するら叫にないが、その際、チ zルノムイルシン首相が新政府を再組

織しても、それは妨害しないと言っている。

次いで農業党党首ラプシン氏が発言した。彼は政府を批判しつつも、だれが

首相になっても背後にいる大統領が変わらない限り同じことだとし、菌を統治

する能力を失勺た大統領を解任する手続を開始すべきだと述ぺた。「ロシアの

選択」のガイダル氏はいつものように歯切れが悪いが、政府不信任には反対し

ている。そしてチェチ z ン峨争とプジョンノフスク事件に責任を負うべき関係

大臣と大統領に攻撃の矛先を向けている。

次いでジリノフスキ 氏が立った。彼によれば、大統領は特殊省軍隊と薬物に

頼ってがJ台しているだけ可否あり、プレジネフ末期と似た状況だというーあとは

飛躍した議論が続く。ヤプりンスキ 氏をヱリツイン大統領の後を狙う最も危

険な人間と言ったり、エりツイン氏が、プーゴ元ソ連邦内相 (91年ク デタ

事件のリ ダのl人で、自殺した〉の間以」に関与したかのように言った
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り。彼は冒頭に、すべてを語るまで演壇かb降りないと宣言して発曹を始めた

が、港問時制がきても終らないので、議長がマイクを切った。

統 ・合意党のι ヨノフ氏は、数少ない政府与党〆ンパーとして不信任案に

反対したが、その理由は消極的なものばかりである。不信任しても次の政府も

同ビようなもので、ジ品ガノフ氏やグラジエフ氏が首栢に任命されるわけでは

ないとか、 2圃不信任すれば、大統領は政府を代えるよりも下院を解散すあ方

を遅ぷに違いないとか。積極的な理由としてほ、才イ言任すれば、チヱチェン問

題に対する政府の立場を弱めるととになると述べている。

共産党のジA ガノフ議長の政府批判は最も厳しい。政府の外交政策は半植民

地的な従属をもたらし、経済政策はわが人民に完霊なジzノサイドをもたらい

大統領制ば観近の梅力政治に代qているという。共産党は、政府不信任案に賛

成であるが、それだけでは事態は変ら低いとして、大続金融専任の手続を開始す

るよう訴えた。

ラホワ女史 (rロγアの女性j)は、チ孟チ孟ンでの戦闘の停止、グラテョフ、

イ孟-'Jン、エゴロフの3大臣の解任などを要求している。首相に近い、いわ

ゆる「中道右派」の新会派「安定」のマルキドノフ氏は 政滑不信任案に反対

した.ルイプキン下院議長に近い、いわゆる「中道左派Jの新会派「ロシア」

のシチャ ニン氏は、不信任問題の審議を延期し、憲法改正問題を先に解決す

6ょう主磁した.無所濁諸員の連合体である「新地域政策」のメドベージェフ

代表怯、ガイダル以来の経済路線を厳しく批判し、改革の本質的修正が必要で

あ.と説いた。不信任案について体、各議蝿が自主的に判断するとしながらも、

不信任の姿勢が強い.

投票ば、議席の機械にカ ドを差し込む方式でおる。政府不信任案の役票結

果は、賛成240、反対70 保留20，投票不参加(欠席を含む)120で、可決さ

れた。この役票は記名般票で行紛れたが、その傷合個々の議員の投票行動怯

速記録に記載されていあ。議長は、役票の度に、カードを忘れた議員に、口頭
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で賛否を訊ねる。この場合、イワノフ議員が賛成、ポルコゴn 、プルプリス

議員が反対だったので、賛成は241、反対は72とな勺た(以上は「国家院速記

録ピ晶レティンJ"年N~1l2)。表⑧は、会派別の投票行動である。 ζれをみると、

政府不信任案に反対したのは、「ロシアの選択」と「安定」であり、統一 合

意党、「ロシアの女笹山「ロシ7Jが態度を保留した外怯、ほとんどが賛成し

ている。

政府不信任案は可決されたが、その前後、次努首相候得者として、ソスコペッ

ツ、スコ コ7、"孟ルパコフ、グラジヱフ、ガリ+チ zワなどの名が取り抄

汰された〈イ95-6-21 イ95-6-22 ロ通報防 6-21)。政府不信任案が可決

されても、大統領は政府を留任させるととができるから、下院は、それを見越

して、プヅヨシノフスク事件に責任を負うぺき軍関係の大臣等の解任を求める

決議案を提出した(法的な効力はない)。しかしいずれも否決されている。エ

ゴロフ副首相(チぷチ a ン問題担当〉は賛弘安139，反対9、保留2、グラチヲ

フ冒防相、イ孟 'J :，-内相、ステパ シン保安局長の3人は、賛成138...反対

9、保留6であった(イ95-6-22)。

政府を木信任しながら、 番責任を負うべき関係大臣の解任提案が否決され

たのは不岨議にみえるB 会派別でt久保守派ほど、宝船関係閣僚への不信任に賛

成していないのが特磁的である。例えば、厳業党、「ロシアの道」、ルツコイ派

などは、政府に対して怯ほとんど 100%近くが不信任しながら、軍関係大臣の

不信任は0%である。他方で「ロシアの.iXrRJなどエリツイン与党の方が、軍

関係大臣に対しては不信任の声が強いのである〈イ9:>-6ーお〉。大統領 政府

と議会各派の支持関係に、ねじれ現象がみられ、とりわけ例年12月のチ4 チ品

ンへの軍事介F以来、改革派のエリツイン政権に対する姿勢に変化がみられる

のでおる.

さて政府不信任案が可決されても、大統領隠それを無視することができるが、

3カ月ら内に再度下院が不信任案を可決すると、大統領は政府を臨辞職させる
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か、また怯下院を解散するか、いずれかを選択しなければならない。この問題

について怯チェルノムイルジン首相が先手を打ったo 6月22目、政府は下院

に政府信任決議案を提出したのである(ロ新聞お-6-23)。下院議結規則によ

れば、政フ府信任決議案を放置すると、自動的に政府を不信任したことになる

〈第146条λ その場合大説領は政粛を総務駿させるよりも、下院を解散する挙

にでるであろう。すでに任綱はあまり残っていないと怯いえ、下院が解散を恐

れるとすれば、政府を信任し江ければならないというディレンマに立たされる

ことになる。下院の弱腰を見起した政府の先帝攻撃であった.下院は関係閣僚

の解佳で妥協する遣を選んだ。 6月お目、下院は、エゴロフ、グラチョフ、

イz リンの3大臣の解任勧告案を可決した(ステパ シン氏については202

票で解任勧告案を否決)。これ怯、 6月21日の下院の行動とは矛盾するもので

あった(イ邸 6-24)。

大統領も、この妥協策に応じた。 6月初日には保安評議会を開催し、そこ

での議論を踏まえて、 6月30目、大統領は、エゴロフ、イ£ リン、ステバ

シンのg大臣と、現地スタブロ ボリ道行政長官のクズネツォフ氏を解任した

のTある。しかし下院の保守派はなおも納得せず、 7月1目、下院は再び政府

不信任案を投票に付した。政府は事前の票鏡みで、不信任案賛成は220票とみ

ていたが、実際に怯賛成は193票で過半数 (226票〉に違せず、否決された

(ロ週報95-7-1、E新聞95-7-4)。

なお下院i主、街年4月14日に議指規則を改正し、政府不信任案の提出を若

平困難にした。改正前の議院規則第141条によれば、不信任案は5分の 1以上

〈間人以上)の識員または1つの会派が提出できたが、改正により、 r1つの
会祈U は聞除されたのである(立法集舗 17-1図7、独立鮪 4-19)ロロシア民

主党などは10人ばかりの小会派であるが、政府不信任案の提案複を乱発する

傾向があったので、それを抑制するための改正である。野党の優勢な下院とし

ては、自らの手足を縛る怠外な改正であるが、政府不信任案は双刃の剣であり、
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下院を解散に導くとともありうるため、安易な行動を規制する必与きがあ q たの

であろうa

(η 大統領解任澗麺

政府不信任の問題は、 応決着がついたが、この結果に才J請で、あ.い怯そ

もそも首相の首を取り替えても大説領が愛わらない限り問題は解決しないと考

え忍共産党は、大炉領解任の手続きを開始した。 93年憲法によれば、大統領

を解任するには、まず下院が3分の2以上の多数で、大統領を、国家に対する

裏切旬その他の重大な犯罪を行った嫌疑で告発し、その事実をロシア連安曙商

裁平冊が確認し、告発の提起が所定の手続きを遊守してなされたことを憲法裁

執所が確認し、最後に上院が3分の2以上の多数で解任決定を行うことになる

〈憲法第93条)。さらに下院が告発するためには、まずそのための特別委員会

を設置しなければならない。そこで共産党は、まずこの下院の特別委員会の設

置を提案したのである。

共産党が、大浪花領による重大な犯輝行為として指摘したのは、 93年9月21

日の旧議会の廃止が、 ffi法第70条〈憲法体制の暴力的変更の呼びかけ)、刑法

第79条1項(憲法の定める権力機関の活動の妨害)、刑法第171条2項(侮隈

疎越)に該当するということであヲた。またチ品チ£ンへの軍事介入も、憲法

第102条に違反し(戒厳令等は上院の示閣が必要)、チ zチェン人武装集団の

立て鱒ヲたプジ E ンノフスクの病院への襲撃命令〈多数の犠牲者をだした〉も、

刑法第171条2項に当たるというa さらに共産党体、大統領がソ連邦を解体し

たこと、議会の承認なしに私有化を進め国民の財産の略奪と市民の貧困日ヒをも

たらしたこと、首相と下院議長に新しい選挙団体を結成するよう呼びかけて

(いわゆる中道右派左中道左派の結集)議会に介入し、権力分立の原則に違反

したこと、下院の会議に出席するようにという呼びかけを無視したことなどを

批判している(コメル95-7-8)。
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" 
7月21目、下院は、大統領弾劾のための特別委員会設置案を投票に付した

が、賛成164、反対14，保留Oで否決された。表⑨は、その時の会派別の役票

行動を示したものであるe 特別委員会設置に反対した固いエリツイン支持者は、

わずか14人しかいないことになる。賛成者が多いのは共産党と農業党である

が、自由民主党は賛成と投票不参加が相半ばしている。後者は、当初は賛成の

予定であったが、最後の段階で不参加に変更〈大統領が病気だかりという理由

で)し、そのことが党内に徹底しなかったためだという(コメル弱 7-23)。

伺) チzチzン軍事介入問題の憲法裁判

例年12月、ヱリツイン大統領は、ロシアからの独立を宣言し、混乱の続い

ていたチぷチ品ン共和国へ軍隊を派遣した。この軍事介入は、非常事績の宣言

などの手続きを経ないまま行われた。非常事態宣言の承認権をもっ上院では、

政府批判の声が高まり、シ三メイコ上隣諸長の責任を闘う(軍事介入を決定し

た保安評議会に参加していた〉動きや、政府不信任や議会の権限を強化する方

向での管法改正を下院に呼ぴか砂るなどの行動がみられた〈独立95-1-2則。

その後議会の両院の議員グル プは、それぞれこ¢問題を憲法裁半所に訴えた

のであるa

さて1995年7月31日、憲法裁や1所は、チ品チ&ンへの軍事介入を指示した

大統領令について、合意と認める判決を下した(ロ新聞95-8-11)。憲法裁判

所が機能を回復すれば、チェチェンへの軍事介入問題が重要な争点になること

は当初から予想されていた。しかし憲法裁判所は、政府税定の 部を除き、対

象とな q た大統領令などを合憲と認定し、大統領側に好都合な判決を下したの

であo，
審査の対象にな勺たの弘、次の4つの法令である。

。1994年11月ω日の「チ A チ品ン共紅閣の領土上における合憲性および
法秩序の回復措置について」の大統領令
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② 1994年12月8目の「チエチzン共和国の傾土上およびオセチァ・イン

グーシ紛争地帯における違法武装部隊の活動の排除猪置についてJの大統領令

③ 1994年12月9日の「ロシ7連邦の国家的安全および領土的 体性、合

法佐久市民の権利および自由、江らびにチヱチェン共和国の領土上およびそれ

に隣接する北カフカ ス地域における違法武装部隊の武装解除の保liiEについて』

¢政府決定

④ 1994年11月2日の「ログア連邦軍事ドクト 'Jン基本諸規定について」

の大説領令

憲法裁判所の判決は、上記のうち、①と④は憲法裁判所の審理の対象外、②

怯舎憲とし、③の 2つの条項のみを違裂と認定した。

理康法裁期J所に訴えたのは、下院議員グループと上j院議員グル プである。提

訴の線拠は、上記の法令がロシア連邦憲法に適合しているか否か才、明確である

(憲法裁判所法第36条2項)ということであーた也以下判決を要約して紹介す

る。判岐には6つの特盟意見(コノノフ、ルチン、ゾリキ入エプぜーエフ、

ガジ ェフ、ピトル ク教事)も付されているが、それは省略する。

〔判決要旨〕

1 上院bムよ記の①、②、③は、ロシア連邦軍の違法な使周をもたらした

と主張した，ロ γア遠邦領土上での軍の使用やこれ句法令の定める他の猪置・

行動は、非常事態または充実厳状態においてのみ可能であるという翠自である。

下院議員グループは、上記の③と@の合憲性について審査を求め、チヱチヱ

ン共在留領土上でのロシア連邦軍の使用は、住民に大きな犠牲を強いており、

ロシア憲法第15条(憲法の最高法規性等)に違反すると主張した。

2. 1991-1994年¢問、チ孟チ五ン共和国では異常な状轡が続いている。ロシ

ア連邦憲法が否定され、合法的な権力慨羽システムが破域され、違法な武装部

隊が作られ、市民の極利と自由が畿圏されている。このような状態になったの
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は、歴史的にスタ リンによってチヱチ品ン人民が抑圧され、その後も効果的

な救済指置がをられなかったこととも関連している。しかし国家的一体性はロ

シア遂邦の憲法体制の基礎の一つであり、それは民族の自決に関すあ国際的混

範ともー致するものである。連刻時毎力はチヱチヱン共和国で発生している危機

を克雌す忍試みをしたが、成功しなかった。上院が争っている上記の①、②入

③の法令怯、ロシア連邦の国家的安全と領土的 体性を保証し、違法な武装

部隊を武装解除するために園家的強制措置をと.ょう命じたものであーた。憲

法裁判所位、これら決定の政治的合目的性や行使された措置の適切さの問題に

ついては審査しない〈憲法裁学所法第3条2項〉。

3 ①の大統領令は、チ品チ五ン共和国におげる合憲性と法秩序のE復措置の

開始時(94年12月1日)を定め、武装部隊の武装解除と解体、非常事態体制

の導入を実施す昼ための指導部の釦1設を命じた。しかしこの措置は上配の日時

に実施されなか勺た。この大統省民令は、 1994年12月11百の「チ品チ品 γ共和

国の領土上における合法性、法秩序および社会的安全の保証措置について」の

大統領令によって失効した.1鈎1年5月17日のロシア共和国の非常事態法に

よれば、非常事鶴体制をチ孟チ品ン共和国に導入することは不可能だからであ

る。同誌は、最新の武器を装備した違法抵正規軍が連邦権力と対立しているよ

うな状況を想定してはいないのである。

上記の①の大統領令o1';:布から廃止までの期間、そこに定められた市民の

憲法上の権利 自由に触れるような措置は実現されていない。このζとから憲

法裁字所は、憲法裁判断法第43条〈合憲性が争われている法令の失効などの

場合の審理の終了)により、審理を終了する。

4 ②の大統領令は、政府に、憲法第114条l項e号およびf号に従い、その

権限を行使し、国家的安全、合法性、市民の権利および自由、社会秩序の維持、

犯罪との闘争、なbぴにすべての違法武装郵隊の武装解除を保証するために、

国家に存在するあらゆる手段を周いるよう委任している。ロシア連邦政府は、
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この太統領令に従い、その様隈の範囲内で、チ品チぷン共和国で生じている憲

法第"条6項(憲法体制の基礎の暴力的変更等々を目的とした社会団体の汚

動¢禁止〉の違反を除去しなければならない。

上焼の質問では、軍隊の使用を含め、特別措置をとることを政府に委任する

権限が大統領にあるのか否かが争われている(憲法第8c条および第82条)。軍

隊の使用は、非常事態令または戒厳令が上長の承認を得て公布されている場合

にのみ可能だというのである。しかし憲法からは、異常な状態のもとでの国家

的体性と憲法秩序の保証民統領の極限〕は非常事態令、戒厳令の導入と

いう方法によってのみ実現されるといったととはでてこない。②の大統領令

の憲法上の根拠は、第n条m号、第78条4項〔以上は連邦管轄の問題〕、第
ω条2項{大鯖領はロシア連邦軍の最高司令官でああ〕、第90条3項〔大統領

令は憲法・法律と矛盾して怯ならない]である。同時に大統領は、憲法の定め

る手続に従い、その権限の範囲内で行動しなげればならず、憲法に明白されて

いない権担については、その件は権力分立原則(憲法第10条〉によって定め

られる。「国家に存在するあらゆ.手段』の利用の委任は、憲法・法律の定め

る枠を越えて行動する権限を政府に与えたと鰐明しではほらない固

5 国際法規範は、ロシアの法システムの構成部分である(憲法第15条4項)，

ゾ連多肉最高会議は、 1985年8月4日に、 1949年8月12日の非国際的性格ω武

力紛争の犠牲者の保護に関するジュネ プ会議への追加議定書を批准し、ソ連

邦閣僚会議に対して、園内法をそれに適合させるよう委託した。しかしそれは

実行されなかった。それが、先の追加議定書の規則が遵守されない原因の っ

となった。

6 ②の太統領令が公布された時、ロシア法制は、国家の擁護のため、外的脅

威のみならず、住民、領土および主権の擁護のためにも、また個人、社会およ

び国家憲法体寵k主権および領土的体性を含む に対して向けられた内的

脅威から擁護するためにも、ロシア連邦軍を使用すあことを許していた(，鈎2
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年9月24回「防衛法j第1条、 1992年3月5日「保安法」第1条)。ロシア連

邦大統領体ロシア連押高の最高司令官であり、その使用の一般的指導を行い、

機動的な決定を行うD その際、意法、防衛法、保安法は、軍隊の使U周を妥常事

態令または戒厳令の施行と結びつけて怯いない。

防衛や安全に関する法令は古く芯勺ており、不備があるが、立法府はそれを

正していない。そのため憲法規範の直筆の適用が必要とな勺た。大統領の権限

は対応する法律が存在する相場合にのみ行使できるという上長代表の観点は、憲

法は直接に効力を有するという原則〈窓法第15条1項〉を否定することにな

ろう。

7 ④の軍事ドクトリンの基本諸規定は、それ自体は規範的内容を含んでおり

ず、意法裁卒所による合憲性の審査の対象にならないロしたがって憲法裁1判所

法第43条1項1号〔管轄外〕および第61条によ旬、その審査手続は終了すべ

きものである。

8 ③の政摘決定は、②の大統領令や現行法を執行するための具体的捨置を

定めている。これらの措置の多くは その範囲、内容および通開条件の点で、

印刷年4月18日の民警法、日四年9月24日の百シ7連邦内務省内務軍法、1鈎2

年3月13日のロシア連邦機動観査活動法、その他の法令に従い、違法な武器

の没収や重大な犯罪を Eした疑いのある者の捜索と逮捕のために政府が関係機

関に与えた権限の実現のために可能であり許されている制服喪を逸脱するもので

はない。したがってそれはロシア連邦憲法に適合している(第55条3項、梅

利の市限〉。しかし、政情決定第3項第lバラグラフ第5号の「社会的安全お

よび個人的安全に対して脅威を与え、チェチ品ン共和国の領土上に居住してい

ずよい者を同共和国の範圏外に退去させる」という指示は、民警法第11条n号

の定め忍「市民の健康、生命および財産の保種、または捜査活動の実施のため

に、個々の地域や客体に市民が入ることを許さなかったり、あるいはそこに留

まることもしくはそこから出ていくこと」を義務つげたりする民警の権利と悶
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ーとみた込すことはできむし、またそれは、ロシア遂邦内務省内務軍法第"条

2項d号の定める内務軍の権当直(先の民警誌の内容と同じ)に依拠することも

できないo t...ぜむらその権限は非常事態令が施行されている場合にのみ適U周さ
れるものであるから。したがって政府決定第 3項第 1パラグラフ第6号は、憲

法第27条l項の定める移転の自由を制限するものである@

政府決定第6項第2パラグラフでは、ロシア出版凄員会付属臨時情報センタ

に対して、軍事紛争地帯で、信周できない情報を放送したり、民族的・宗教的

不和を扇動したりしたジャーナリストの信任状を直ちに東奪するよう指示して

いる。 1開l年12月27日のマスメディア法第48条5項によれば、信任状を剥奪

しうるのIi，信任状規則jに違反したり、真実でない情報を流し、それが裁判所

の剰決によって確認された喝合であ'0政府決定第8項第2パラグラフは ジャ
ナリス卜からの信任状の剥奪の根拠となる新しい事由と手続を定めたことにな

る。これは情報の権利・自闘を定めた憲法第29条4項および5項、裁判によ

る権利の保護を定めた筆法第"条に違反している。

以上のことから、ロシア連邦憲法裁半所は、次のように決定する。

(，) ①の大統領令の審査手続は終了する固

(b) ②の大統領令は 大統領の憲法上の権限の範囲内で採択されており、合

意である。

(0) ③の政府決定のうち、チ品チ孟シ共和国からの追放に闘す忍規定(第3

項第1パラグラフ第5号)、およびジャーナリストの信用状剥奪に関する規定

(第6項第2パラグラフ〉は、憲法第27条1項(移転の自由)、第'"条4項お

よびb項〈情報の自由な流布、マスメディアの自由〉、第55条〈権利の制恨の

限定〉、第56条(非常事態等)に適合していない。

(d) ④の軍夢ドクトリシの審査手続は終了する。

(，) 軍事紛争における当事者の具体的行動をジュネ プ会議の追加議定書の

視点から点検すること怯、."去第125条によれば憲法裁判明の審理の対象外で
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あり、他の権限ある機関が行うべきである。あらゆる侵害、犯罪、権力量腐の

彼害者位、憲法第52条〈被害者救済〉、第53条(国家賠償〉により保護を受げ、

損害を補償されるべきである。

(f) ロシア連邦の連邦議会は、ロシア連邦軍の使用について、またその他の

異常事館や紛争において発生する諸問題を規制するための法制そ整備しなけれ

は;t，;.らfよし、.

(gl この決定は最終的であり、上訴できず、そのよ表後直ちに発効し、直接

に効力を有する(憲法裁字引所法第7噌条1項、 2項)。

(h) この決定は、「ロシア連邦立法集ム「ロシア新聞」、「ロシア遂邦憲法裁

判所適報」その他に公表され否。

以上のように、議会側は、軍事震の導入は、戒厳令または若常事態令(いずれ

も上院の承留が必要)の公布に際してのみ可能と主張したのに対して(今回は

そのような手続をとっていない)、憲法裁判所は、国家の一体性と憲法秩序の

保証という大説領の権限(憲法第ω条)の行使は、非常事態令の布告などの
樋合に限定されないと解釈しているのである。

"お、この民本"同地域には非常事態が宣言されてきた。北オセチアとイン

グーシの国境付近での紛争を解決するために、以前より非常事態令が施行され

ていたのであるaζの聞 との非常事態宣言は、大統領令によって、 3固にわ

たって効力が延長されたが〈適用地域の一部変更を伴いつつ)、それぞれ94年

7月17目、 94年10月7回、似年四月g目、上焼はそれを承認している。(立法

第..←15-1694関94-24-2附街、同94-:¥4-3558)0ただし94年10月6日には、

上院は、質成"、反対ωで、ー且否決している(ィg←10-7，'"メル94-10-7)。
しかし翌日、再役票の結果、承認したのである.

さて、以上のように窓法裁判所は機能を再開したが、これまで上院は、大統

領令などの合憲性の審査を2件(他に憲法解釈請求4件)、下院怯大統領令の
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合憲性審査を4件、上院決定(議員規則を含む)の合蜜性審査2件、旧最高会

議の決定 σセバストーポ 'J市の地位について」の決定〉の合憲性審査1件
α也に憲法舟用情求4舶を、憲法裁判所に提起している。とれらの中には、
既述の 94年 7 月n日の企業私有化プログラム基本諸拶定や、例年lO~ 3日の

「ロシア連邦における単一執行権力システムの強化について」の大統領令(大

統領に州の行政長官の任命穫を与えた)などが含まれている.

(創鼠宝改正問題

既述のように、前憲法時代には、権力の分立が二重権力をもたらしていた。

それをさらに促進したのは、二重権力の 方の担い手である人民代議員大会が

憲法改正権を纏ーでいたことである。人民代議員大会は、しばしば憲法を改正

して白包の権力を強化」大統領の権限を制胆しようと図勺たのである。 ζの

ことを教訓としたヱりツイン大統領は、"年の新憲法を、極端な硬性憲法と

した。憲法第1章および第2重量は改Eできないことにし(それを改正する場合

は憲法需定会議による、または憲法制定会議の畿を経た後の人民投票による新

憲法の制定となる)、他の部分の改正は、上院の4分のa品上、下院の 8分の
2以上の多数の賛成が必要であ旬、さらに遠邦機威主体の3分の2以上の立法

機関による賛成が必要である〈憲法第135条、第136条)。

憲活改正はζのように困難であるが、しかし"年12月の議会選挙で、保守

派が議会の多数を占めたことは、大統領を再び不安にした。例年3月、下院

で位、早くも立法委員長イサコフ氏が、大統領は人民投票ではなく、障会が選

出す忍ように憲法を改正すべきだ(人民役票は人民を敵対陣営に分裂させると

いう理由で)とい q た議論を展開していた(独立94-3-12入イ94-3-15)。

このような動きに対抗するため、大統領は、『社会的合意に関す忍契約」を

締結す忍ょう、政治勢力に呼びかけた。それは大統領、首相、両院の館長、各

種¢政治勢力などによって、例年4月28日に調印された恒通報94-4-29)。
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その中には最高会議時代の教訓を踏まえて、憲法の改正は凍結するという項

目が入るはずであ勺た。しかし最終的には、妥協のため、憲法改正については、

社会状態勿安定化をめざすような改正のみが許されるという表現になった。 ζ

れは事実上何も言わないに等しい。

憲法改正の最初の提案地、よ院によ勺てなされた.94年12月17日、上院は、

憲法第105条4項の改正問閣を審議す忍ょう下院に提案したのでああ(立法集

"錨 3665)0これは法案の自然成立の議定についてである。下院が採択した
法案を14臼問上院が審議しないまま放置すると、その法案は上院で採択された

とみなされるのである。議員が地方に分散していて会議を開催す.ことが必ず

しも容易でない上院にとって、 14日という跡調は短かすぎた。そ ζで上院怯、

この期間を延長するよう提案したのである。しかしこの提案依下院によーて無

視されたままとなった.

次に憲法改正が悶鍾になョたのは、 95年 6jj 21日の下院であった。改正案

のテキスト自体は速記録にも掲載されておらず、その正確な内容ほ分らない。

しかし、その改正要求は、旧最高会議の議論を忍い出させるものがある。それ

は再び大統領の権限を制約し、援会の権限の拡大を図るものであーた。憲法改

正の提案理由の説明を行ヲたのは、立法委員長のイザコフ〈農業党、最高会議

時代か句保守派の事宇部)であった。改正が提案されたの'".次のa点である。
①憲法第飽条、第103条の改正首相だけでむく、副首相、列相、匡防相

内相 諜報局長、保安局長の任命〈大統領の微調)に際しても下院の同意を必

要とする@

②憲法第101条、第102条、第103条の改正 執行機関に対する統御穫を

議会に与えるというものであるが、その具体的内容は明らかでない。調査委員

会を銭置して、例えばチ孟チ孟ン危機の原因を調査す石といった例を上げてい

忍が、そのような国政の調査に限定されるのか否か明らかでないロかつては、

政府位、最高会儀に対して報告義務があり、後者は政府の決定を磁集できた治人
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この改正案はそこまでは考えていないようである。

③君憲法第'"条、第117条の改正下院に個々の大臣の解任権を与えるロ具

体的には、最初の投票で体大統領に対しである大臣の解任を勧告するに留める

が、大統領がそれに応じない椙合は、 2度目の段裏で、 3分の2の多数があれ

ば、解任するよう大統領を義務づけることができるというものである。従来下

院が個々の大臣の不信任案を可決し、大統領に解任を勧告したことがあ q た

(既述のように、 6月21日の政府不官任の後、下院は、 3人の大臣の解任を提

案したが、大統領もそれに部分的に応じた〉が、それを憲法上の患度にしよう

というのである。

憲法改正をめぐって6弘簡単な討論しか行われていない。自由民主党のズピャ

ギン氏は、上記の①について、軍事関係の大臣だけでな〈、経済閣僚も重要

だし、いっそのこと金大臣の任命に際して下院の同意を義務づけるべきだと主

張している。イサコフ氏は、それは緩端すぎて賛成が得られないと反対し、ジ

リノフスキー氏を大統領にしたい自由民主党は、そのように大統領の権限を縛

ることには反対なのではないかと反問している。

憲法改正案の投嘉結果は、次のようであ令た。まず上記の①の傑決がなさ

れたが、賛成294票、反対4、保管3で否決された(下院では全議員の3分の

2の多数、つまり300票が必要)0議場の外にいる議員を呼ぴにやり、再度役

票したが、賛成は却6票に留まった。そとで記名投票を行うととが決定され、

3度目の役票を行司た。今度は賛成3刷、反対9、保留3で、ゃーと可決され

た。次に上記の②は賛成320、反対 3、保留1で1回の投票で可決された。③

は、 1回目の投票は、賛成295、反対6、保留Oで、カ ドを持たない議員 1

人が賛成したが、なお初O栗に達しなかった。 2度目の役票も動成285で否決.

記名投票に切り替えbれたが、 3度目の投票でも賛成は294票に留まうた。そ

こで改正条文会一部修正して〈内容不明〉投票に付し、賛成314、反対4、保

留0でやq と可決された。一度否決された議案を何度も投票するのも変だが、
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ほとんど満場致の賛成がある場合でも可決できないような議決のル ルにも

問題がある。

エリツイン与党を含めて、ほとんどすべての議員がこの改憲案に賛成してい

るのは興味深いことである。改革派にとっては、保守派の優勢な議会の催阪が

強化されることは望ましいことではない。しかし94年12月にチぷチ品ンへの

軍事介入が始まって以来、執行権力に対する議会の統制梅を要求したのは、む

しろ改革派であった.94年12月に 「ロνアの選択jのユシ&ンコフ下院菌防

委員長は、早くも議会の統制権強化のための改憲買を提案していたのである〔イ

94-12-15)白また軍関係の大臣の解任を強〈要求し、反政府¢急先鋒に立った

のも改革派であった。このような歴史の流れが、従来の鰐力配置を変えつつあ

るのである。

とのように下院は窟法改正案を可決し、上院に送付した.上院の憲法的立法

委員会怯改正案に賛成した。しかし、弱年7月4目、上院はこの改憲索を否

決し、改正の動き怯結局失敗に終勺ている(ロ新聞95-7-5)。上院で怯全議員

の 4 分の 3 の 134票の賛成fftø~きである方、会鐙に出席していたのは 136人だ

けであったから、可決は絶望的であった Cコメル95-7-5)。その後7月12日、

下院は、よ院が否決した憲法改正案について、さらに作業を継続する決定を採

叙している〈立法集95-30-2B80)。

。船大統領・下院議員選挙法の制定

"竿12月の下院選挙および"年6月の大統領選挙を前にして、その選挙法

の制定問題が、例年の年末以来、 E程に上ったB

大統領選準法については、比般的対立が少なかった。 95年3月24日、下院

は大統領選挙唱を採択した。しかしこの法案は、 4月12日、上院が、賛成11、

反対95で否決した。その理由は、次の点にあった。憲法によれば、大統領の

選挙を公示するのは上院である〈憲法第102条1項e号〉。下院の採侠した大
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統領選挙法案は、そのことを規定するとともに、上院が大統領選挙の公示を仔

わないとき怯、中央選挙委員会均行うとしていたのである。上院はそれを憲法

違反とみなし、異を唱えたのであった。結局この点は、上震が選挙のえ示を行

わないときは、大統領の任期満了日の翌月の最初の日曜日に選挙が自動的に設

定されるよう修正された(独立95-4-13、ロ新聞95-4-13、独立94-4-19)。

下院は、 4月21目、この修正した大統領選挙法案を賛成354票で可決(独立

騎 4-22)、上院も 5月4目、それを承認した。 5月17日には大統領もこの法

律に署名し、大統領選挙法は成立した。

この法律をめぐっては、その他次のような争点もあった。一つは、立候補に

必要な署名の数である。マフィアなどを締め出すためにも必要署名数悼大きく

すべきだというのが大統領側の主張で、当初は200万あるいは150万という数

字が漣案されていた(独立94-11-19)ロそれに対してヤプロコは50万を提案、

さらにお万説もあった(独立94-12-17、独立95-3-15)。結局この点怯100万

という数字に落ち着いた.また大統領選挙の成立に必要な投栗率は 原案。大

統領提案)で拡有権者の別%となっていた。これをお%に引き下げるべきだ

という主張もかなり強かーた(上院など)が、この点は原案どおり 50%のま

まとなった。また候補者数を、数人に制限すべきだという意見もあった.

その他、ヱリツイン大統領の次期選挙立候補の資格に関わる問題であるが、

候補者の健康証明膏必要論や、候補者の年齢制限(65歳)の主張もあった(独

立94-11-19)。ソ逮邦やロシアが大統領制を導入した当初ほ、候補者の年齢

は65歳以下となっていた。これ倍旧ソ連時代の高齢者支配の瞬を意識したも

のであった。エリツイン大統領は1931年2月1日生まれであり、大統領選挙

の予定されている96年6月には65歳になっている。すれすれでセ フとはい

え、危ういところであった。しかし、現在で怯竿隊制限はない。

次に、下院選挙誌の方は大変であったやこれも例年11月に大統領が原案を

提出している。下院は、例年11月25日、第1説会でそれを了承した(賛成257
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票〉が、しかし大就領提出の原案に修正を加えた上でのことであった。修正し

たのは次のような点である。まず第1に、小選挙区と比例選挙の議席数の配分

問題である。"年の選挙の際は、これは22お対221;で、 2等分されていた。し

かし大統領原案では、小選挙区30C、比例選挙1切に改められていた。下院は

これを225対225に修正した上で了承したのである。第2は、小選挙区と比例

選挙の双方の候補者となることができるカ唖かという問題である(前回はでき

たe 二重立候補者が小選挙区で当選した場合は 比例選挙の方怯、次限位の人

が繰り上がqて当選となる)。大統領原案で拡できないことに伝っていたが、

これも下院はできるように改めた。第3に、原案では、前回議席を遭得した選

挙団体は、今回は立候補に際して必要な署名集めを免曲されることにな勺てい

た。下院はこの点を削除する修正案を出したが、ジリノフスキ 氏などは修正

に強く反対し、結局削除実は賛成20Cで否決された(独立94-11ーお)。自分に

都合 Dよい特権は、抜け目なく擁護するのである.

下院は95年3月15目、下院選挙法を、第2読会で、賛成262票で承認した園

前回議席を獲得した団体は署名不要という条項は、賛成308票で削除すること

が決定された(独立95-3-15独立95-3-16)。そして3月24日の最終の第3

議会怯、正式に法案を採択した。しかし、それ以後の展嗣は、かなり複雑であ

る。下詩選挙法成立までの径七過を示せば、次のようである。(四新聞95-4-13、

独立 95-4-13-.コメル96-5-12，イ95-5-17、独立95-5-24、ロ新聞95-4-24、

ロ新関節 5-25-.プラウグ95-6-10，コメル街 6-15，D新商95-6-16、ョメル

街 6-1&.コ〆ル95-7-25)。
9同年 3月24日 下院、下院選挙法採択

4月12日 上院、下院選挙法否決(賛成11、反対113)

4月21日 下院、 部修正して再可決

6月4日 上院再否決

5月11目 下院、 3分の2以上の多数〈賛成羽2、反対7弘保留 6) 
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で可決し、上院の否決を覆す(1度目の投票では18票足

旬なかったが、再投栗で覆した)

5月24目 大統領、法律に署名拒否

5月24日 下院、 3分の2♀上の多数で大統領の署名拒否を覆そうと

したが失敗(賛成240、反対関、保留l4)。大統領に拒否

値行使を徹回するよう訴える決定を擦択(質成268 反対

47、保留4)

6月9日 上下両院と大統領側の代表による協議委員会で作成した下

院選挙法の妥協案を、下院が賛成263票で可決

6月15日 上院は、 14日、上記の妥協案を一旦否決〈賛成76 反対

2めしたが、シュメイヨ議長の説得により、 15BO再投

票で可決(賛成113-反対9、保留3)

6月218 大統領、下院選挙法に署名

議会側と大統領側の代表による箇議委員会で妥協が図られたわけであるが、

結果的には下院の主張が通ったかたちになった。それは、基本的には前回の選

挙と司じ方法であるから、妥当な結果と言えるかもしれない。

小選挙区と比例選挙の蟻員定数は、それぞれ225と225に決ま勺た。大統領

側が釦O対15ゆを主張した理由は、ロシアでは政党はまだ生成段階にあり、そ

れに下院の半分の議席を与えるのは時期尚早であること、政党は社会に根をもっ

ておらず、比例選挙の当選者には首都の市民が多いこと、小選挙区の代表の方

が地域住民と直接に結びついていることなどである(独立95-4-12、独立95

5ロ)。実際には行政機構を握る大統領側としては地域別の小選挙区の方

が影響力を行使し易いといった事情が考慮されたはずである〈コメル94-11

お)0 ~ニジ ι ゴロド州のネムツォフ知事のように、 4切議席全部を小選挙区にせ

よという主副長もあった(独立95-3-15)。

上院も、定数配分の点では大統領と同じ主張を行ーた。上院議員は漣邦構成
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単位の代表という性格が強いから、地方の代表が選出される小選挙区の定数が

多いことを望むのは当然である.前回の選挙では、小渥挙区選出議員に占める

モスクワ出身者の廿浮は16%にすぎないが、比例選挙の方は、実に60%がモ

スクワ市民であう古。比例選挙は、モスクワ市民こ庄倒的な優先権を与えてい

ることにfよる。この点は下院綱も考慮せざるを得ず、結局次のようなかたちで

解決されたa つまり比例選挙の名簿を全国名簿と地域名簿に分げ、全国名簿に

は12人しか登載することができないことにしたのである。この12人という数

字についても、いろいろ議論はあった(ロメル95-6-7、プラウダ鉛 6-10)。

前H回の鳩合、比例選挙で議席を獲得した党派の平均議員数は犯人だから、 12

人に制限しても、約4割は全国名簿〈モスクワ市民が多い)からの当選者とな

る巴

その他、小選挙区と比例選拳の双方の候補者(パラシュ ト候補者)になる

ことを認めるか否かも争点となヲた〈上院み宮反対していた〉が、前回問機認め

ることになった。比例選挙の湯合は2c万人、小選挙区では有権者の 1%の推

薦署名が必要である。バラシ品 ト候補者の場合、小選挙区での署名集めは免

除されるという特奥があったが、この点は批判の声も強く、削嶋された。選挙

が有効に成立するための投票率は 大統領の原案では50%であ勺たが、最終

的には小選挙区、比例選撃ともにお%となった。大統領選挙の方は50%であ

るから、均衡を欠く結果とはうた。また下院の案でほ、公務員候補者は、選挙

期間中公務を停止し忽ければなら低いことになっていた。この点は大統領側が

強く反対し、結果的に怯、その職務上の地位を選挙のために利周しではならな

いというだけの規定になった。比伊選挙の最低当選ラインの 5%条項を10%

にせよ、小選挙区の場合退半数の得票者がいない時は決選投票を行えは回投

票制〉というよ院の要求は矩否された(独立95-4-22 ロ斬開95-4-24、ヨメ

ル95-5-17、独立95-5-24，コメルぬ 6-7，プラウダ95-6-10，"新聞95-6

1"。
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選挙関係の最後の問題は上院の構成方法であったe前回の鈎年12月12日に

は、下院とともに上院の選挙も行われた。もともと'"年8月21日の旧ロシア

議会を廃止した大統領令では、上院は選挙は行わず、連邦構成主体の立法・執

行機関の長が自動的に上院の議員になるととが想定されていた。しかし当涛は、

遠邦構成主体の議会の誌かには、陪E シア議会廃止の大統領令に反対する動き

も強かったため、結局上院についても選挙を行ったのであ官。そして'"竿12

月制定の現行憲法では、上院議員は、連予防費成主体の代表機閣・執行機関幻代

表で構成されあこ左になっている〈憲法第95条 2項)。したがq て、次期の上

院をどのようにして構成するかが、新たな争点となって登暢した。

95年7月5日、下院は「連邦院 L上院〕構成手続法jを採択した固それに

よれば、逮邦構成主体の立法・執行機関が還放した候補者について選挙を行な

うことになっていた。憲法に適合させあために、連邦構成主体の立法・執行機

関が候繍者を選抜することになっているが、最終的には選挙で議員を選出する

という案である(コメル笥 7-6)。これに対して、よ院錯員の中には質成意見

も多かったようであるが、上陽指導郎は、意識的に審議を抱否する挙にでた，

そのため上院が受理してから14日が経過した7月24日、乙の法律は自然成立

したのである(コメル 95-7-21、同 95-7-2~、同 95-7-Z8)" 7月27固になっ

て、上院は、アンケート調査というかたちで、上酔議員のこの法律に対する賛

否の君主見分布を調査した。その結果は、賛成9~ 反対 61、保留 g であり、過

半数 (90)が賛成していたことになる。しかしよ院のシaメイコ議長は、計算

にミスがあったとか、後で意見を変えた議員がいるといった理由で、賛成は

87人であったと誇っている(コメル鈎 7-28)。上院の現車院議員のうち、連邦

構成主体の立法・執行権力のトップの地位にあ忍のは"人 (37.1%)にのぼ

るとはいえ、もし自動的に議員が決まる方式を採るとすれば、他の現職議員は

次期の上院議員になる予ャンスはなくなる。したがって上院にも選挙支持者は

多かったのである。
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別の角度治当らも、選挙の必要性は指摘された。よ闘崎長のアプドラチッポ

フ氏やピクトロフ氏怯、上j院がプロフェッショナルな議会になあためには選挙

が必要だと主張した。現在でも上院集員は「非常勤Jとな勺ているが(遂邦議

会議員地位法第6条〉、いわんや連邦構成主体の長が議員になれば、物理的に

も会議に出席するととは困態となる.現在でも会議の出席率が低〈、定足数に

遣しないことも多く、しかも議決は議員定数が基礎数とむるため、議案を成立

させることは困難なので".，自動的に上酔議員を決め.方式だと、上院はま

すます空洞 kしていくであろう。アプドラチッポフ氏除、自動決定方式は、共

産党時代を思い出させるともいう。当時は第 1書記がソ連郊の、第2書記がロ

シア共和国の代議員になっていたからである(ロ新聞騎ー7-11)。まず主連邦構

成主体の行政長官の多〈は、選準で選ばれたのではなく、ヱリツイン大統領が

任命した(62人とも70人以上ともいう〉ものであるから、その点からも自動

決定方式は批判された〈独立 95-3-2弘司新聞95-3-15)。

このように上院議閣を選挙で選ぶべきだという主張には正当性があるが、し

かし憲法が選挙を予定していないことも確かであるから、その点がこの主張の

ネックにな qていた。憲法が、下院の「選挙」と上院の「形成Jというように

言衰を使い分けている〈盤法第96条2事むことからも、そのことは明らかで

あった(独立95-2-24内ロ新聞騎 3-15、敏立 95-4-15，法学者ワシリエフ教

授の議論参照)，このような陸路を打開するために、シ aメイコ議長が主張し

たのは、上院議員の任期を2年延長するという案であった(.1'94-10-7、ロ新

聞94-6-24、独立94-6-3的。

既曜のように、逮邦瞳構成手続訟は議会を通過したが、しかし結局大統領は

この法律に署名することを恒否した。 vιメイコ議長は、署名しないように盛

んに大統領に働きかけていた(コメル95-7-2，人ロ新聞95-8-16)。その後議

会は、連邦格成主体の由民会および首長の選挙を行った上で(既述のように、現

在の首長はエリツイン大統領が任命した者が多い〉、それぞれの長が自動的に
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上院議員になるという内容の上院機成法を可決したが、大統領は署名しておら

ず、上院の構成方法の問題は、未解決のまま残っていt， (95年10月318現坦白

問その他の諸問題

①組織犯罪との闘いに関する大紡領令

大調領は、 94年6月14目、「ギャシグおよびその他の組織犯罪の跳梁から住

民を守るための緊急措置について」の大統領令を公布した〈法令集94-8-8(4)0

この大統領令拡、憲法および刑事訴訟法に違反す省内容を含んでいたゐ例えば、

知事訴訟法典によれば、正規の勾留決定に先立って彼疑者の身柄を絢東できる

時聞は48時保司であるが、この大統領令では"日聞に延長されているa 議会で

は、エリツイン与党の「ロシアの選択」も共産党むとと共に、この大統領令に

反対した。人権オンプズマンのセルゲイ コワ 'J冒フ氏も、反対の意思を大焼

額に伝えた。下院は大統領令に対抗して、 6月22目、「犯罪との闘争措置の実

現に際しての市民の意法上の権利および自由の擁護について」の決定を採択し

た吋賛成278，度対10の圧倒的多数であった.この決定に反対し、大統領令に

賛成したのは トラフヰン氏らロシア民主党のみであうたく独立 94-6-16、独

立94-6-18，.独立例 6-23 イ94-6-24 プラヴダ94-6-24)0

下院の先の決定は、大統領令が、被告人・被疑者の人権を保障した憲法の

速の条項に違反してい.と批判し、大統領に対して、この大統酒令を執行しな

いように勧告した。また現行刑事訴訟法は完全に有効であるこ止を確認し、最

高裁事幌訴に対して、具体的な事件の審理に際して、憲法および褒行法に従うよ

う訴えた(立法集94-12 出 9、ロ新聞94-6-24)。以前であれば、このような

場合、メ民代議員大会は大統領令を破棄したであろうし、また最高会議弘、憲

法裁網所に訴えると同時に、大統領令の効力を停止したであろう。現在位その

ような権限はないため、大統領に対する勧告に止まったのでああ。

② 企業私有イげ占題
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91年7月に制定されたロシアの企業私有化法によれば、企業私有化は、毎

年議会の承認する私有化プログラムに基づいて行われることにな勺ていたロし

かし実際には、私有化プログラムを議会が承認したのは、 92年だけであ勺た

(それも7月に入ってか切であり、この年の前半は大統領令によーて承認され

た私有化プログラム基本誇規定によって私有化は実施された〉。それ以後は、

事実よ大統領令によ qて企業私有化は進められていったのである。叫年前半

で、私有化小切手を使勺た無償の私有化は終了し、 94年後半からは、有償の

私有化が推進されるはずであった。しかし、例年6月に政府が鍵案した新し

い (94年後半以後の〉私有化プログラムを議会は拒否し、今日に至るまで議

会の承認した私有化プ包グラムは存在していない@そのため現在も、企業私有

化は大が領令によって実施されているのである。つまり 94年7月"目、大統

領は、 [19刷年7月1日以後のロシア連邦におけ6国有・公有企業私有化国家

プログラムの基本諸規定」に関する大統領令を公布したのであるロしかし議会

が承認していないこともあって、その後、企業の私有化はあまり進んでいなVL
94年12月9目、下盤は、「ロシア連邦における国有・公有企業私有化第1段

階の総括について』の決定を採択した。この決定は、私有化過程が満足すべき

もので岱いと総括し、本質的な路線の修正が必要であると断じた。そして先の

大統領¢効力を停止するよう、大が領に勧告している。大統領令による私有化

は、私有化法に違反してい6が、この期には、まだ憲法裁判所は活動を荷閣し

ていなかったから、議会在しては大統領に「勧告」する以外に方法はなかった

のである。

③ ')スチヱフ事件の責任

'"年3月、テレピジキーナリストとして人気のあったロシア公共テレピ総

支配人のりスチェフ氏が殺され官.この事件の責任を問うかたちで、 3月4目、

イ孟 りシ内相怯モスクワ市内務管理総局長のパシクラトフ氏を解任、検事総

長代什は毛スクワ市検事ポノマリョフ氏を解任した。〈司新聞筋 3-7)。乙の
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問題は、解任の権限をめぐる中央とそスクワ市の聞の紛争にまで発展したが、

下院も中央政府の責任逃れを追及した。 3月10目、下院は、イ晶 'J Y内相

とイリユシヱンコ検事総長代ぽの不信任案を、賛成264で可決した(司新聞"

3-11、独立90-3-11、イ95-3-11、立法集釘 11-962醐)。といqてもこれに

は法的な効力はない。

④ 裁期j官の人事

意法によれば、憲法裁判所事事、最高裁剰所割事、最高仲裁裁事所判事の人

事は、大統領が提案し、上院が任命することになっている(憲法第102条1項

3号)。この手続によって、この間45人の最高畿判所戦事が任命された。大統

領同提案しながら拒否されたのは2人だげでめるロ最高裁内部の主要人事も同

じ手続で行われており、この問、最高裁長官代彊を4人任命し、飯高裁幹部会

員を5人任命している。また最高仲裁裁剰所判事1人を任命した。軍民法裁暫所

については、既述のとおりでおる。下級の連邦裁割所判事は大統領が任命す.

が、この関数百人に上る人事が行われている。

⑤人権オンプズマンの人事

鈎年憲法は 人材匡オンプズマンの任免権を下院に与えている(第1"'条1項

e号)。人権オンプズマンの制度低、この憲法が新しく導入したものであ忍が、

その詳細は憲法的法律によって定められることになっている。人権オンプズマ

シ法の草案はすでに議会で審議されているが、未だ術盟されてい忽い(独立94

5-17)。しかし、初代の人権オンプズマン〈暫定的えなものと思われるが)は、

すでに任命され、そして解任された。 9同年2月2日のロシア新聞によれば、

下院は、サハロフ氏の後継者ともいうべきセルゲイ・コワリ担フ (Cロシアの
〈ι〉

選択J)氏を、人権オンプズマンに任命したロコワリョフ氏ば、例年12月以来

のロシア軍のチ zチz ン侵攻に強く抗議したが、それが下院の批半を招き、 95

竿s月108に解任された(ロ新聞95-3-11)0 3月15日には、コワリ aフ氏の
復職案が提出されたが、否決された(ロ新聞95-3-16)。
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⑥会計院

93年憲法は、予算の執行の統糊のために、会計院の制度を定めている(第

101条5項〉。そしてその院長と半分の検査官の任免怯下践の、副院長と残る

半分の検査官の任免は上院の権閣としている(第102条 l項 1号、第10'条1

項d号)。会計院法怯、 95年1月11日に公布された (0新聞%-1-14)。会計

院長には、前カパルジノ・パルカ 'Jア最高会議議長のカルモコフ氏が任命され

ている〈ロ新聞94-4-20)。検査官は12人で、半数ずつ上院と下院が任命した

(ロ新聞95-6-2)095年10月24日には、会計院検査官によるオスタンキノ・テ

レピ ラゾオ会社の活動に対する予算執行の鋭点からの検査結果が発表されて

いる〈ロ新聞95-10-24)0あるいはこれは、会計院の最初の活動かと恩われる。

⑦外交官の人事

憲法によれば、ロシアの外交代表の任免権は大完売領にああが、その際議会の

関係委員会に諮問しなければならないととになっている(第93条1号)。下院

の国時苛題委員会(ルキン委員長〉は、当初そのような諮問が行われておらず、

アメリカ大使のポストが長く空席になっていることに才柑の窓を表明していた

(イ94-4-8)。しかし同年7月には、強密の公聴会で大使候補者の審議を行い、

アメリカ大使を含め、 5人の大使候補者を承認した(イ94-7-14)。

⑧大統領教書

大統領は、国の状態および内外政策の基本方針について、年次教書を議会に

送付することになっている〈室長法第似条f号)094年には、 2月24目、 fロシ

ア国家の強化についてjと題し、 95年には、 2月16目、「ロシアにおける国家

権力の実効性についてJと題した、大統領教書が発せbれていあ(ロ新聞94

H 花人間95-2-17)。

⑨上院と大統領による拒否権の発動

上院と下院は等しく立法機関のはずであるが、しかしロシアでは両者は区別

されている。下院は立法機関であるが、上院は、立法調度目司そのものではなく、
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「立法に関与する機関」とされている.上院が議決しなくても、法律は自然成

立しうる。法律の用語では、下院は法律を「採択」するのでああが、上焼俗そ

れに「賛成J(r反対J)するものとされ、法律の制定日は、下院による採択の

日なのである。下院が制定した法樟をよ院が否決することは通常 Bero(ペー

ト〉と呼ばれており、上院は単なるチェヅク機関といった印象である。大統領

の署名拒否備と同列に論じるのは適当でないが、ロシアでは共に BeTOl::.呼

ばれてい.ので、ここでは一緒に繋理することにする。

さてこの問、下院は約300の法律〈部分改正を含む)を採択したが、そのう

ち筆者が確沼しただけで、 62件は上院が否決している(上院が否決した例は、

rロシア連邦立法集』で確認できる)，その中には、「腐敗との闘争J法、「集会・
会合・デモ・行進・ピケ」法、農業協同組合法などがある。上院が否決した場

合、下院は3分の2以上の多数の賛成により、上焼の否決を覆すことができる。

そのような例が15件確認できる， r裁判官ならびに法維持機関および防際機関
'D~務員の国家的保護に関する法律」抵どがそうでああ(立法集 94-13-1457、

同94-14-1547、イ94-7-21入あるいは上院の批判を受け入れ、修正した法俸

を採択し、よ院に送付する場合もある.民法典第1部について、当初上院は、

その第17章〈土地所有権)の削除を要求して、 五法案を否決した仕法集"

31-3219)。その後この第17:11誌の凍結〈土地法典が自制定されるまで)というこ

とで妥協が成立し、制定にとぎつ吋た固また仲裁訴訟法典も、上院紘一旦否決

したが、その後設置された両院の協議委員会で、原案のままで合意に達した

〈立法集95-8-613)。

さて大統領が署名を拒否した例も、数多く存在する.有価証券市場誌、対外

経済活動国家規制法などもその例でああ。しかし大統領による拒否決定自体は

公表されないので、正確な数字は抱櫨できない。そのうち議会がa分の2以上
佐多数で覆したのは6件〈国家商品債務法なと、立法集 96-21-1関6) しかな

い。また大統領の批判を受け入れて法案を修正して採択した例が21件ある。遜
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信法、市民預金回復・保護法、「生物の世界」法などがそれである。また大統

領側と也議委員会を設置した例措ヨ4件ゐ官。

第4奪 回シア立憲主義の現段階

ロシアの新下院は、しばしば「第5議会(ドゥ マ)Jと呼ばれている。例

えばルイプキシ下炉議長もそう呼んでいる〈ロ酬94-2-26)。ここでは、ロ

シγ革命前に招集された4つの議会(ドゥーマ〉の延長線上に現在の蟻会が位

置付けられており、社会主義を素通りして、初世紀初頭のロ νア立憲主義の

現代的継承という発溜が示されている。

さて例年~釘年夏までの3つの会紛で、下院は約3∞の法律を傑択した。

審議中の法律はωo以上にのぼる(ロ新聞笥 9-8、コメル街 7 お)。とはい

え、 ζの中で大きな比重を占めているのは、既存の法律の部分的な改主である。

新憲法の制定に伴q て新たに制定すべき基本的な法律には、来だ空白が多い。

憲法は、「懲法的法律」という特殊芯法律について規定している〈その制定・

改正は憲法と同じ手続が必要である)。それは全部で12ある治人その中で、す

でに鮒定されたのは憲法裁割所法とレフaレンダム法〈司新聞95-10-19)の

みである。また基本的な法典では、民法爽の第一部が制定されただけであり、

知J法虞さ、家族法典、労働法奥、土地法災などが審議中である。しかし、短期澗

でこれらの立法を完成することはもともと不可能であろう。政局の混乱と滋し

い政争、立法権力と執行権力の対立、上院と下院の矛盾など、困難な状祝のな

かで、議会肱よくその車輪務を呆たしたというべきであ官。

議会の翼状と問題点については つぎのようfることがザ旨摘できる。

議案を可決するためには、議員定数を基礎こその過半数 G屋常の場合)の賛

成が必要なため、可決がなかなか困難であることは、しばしば指摘してきた。

錨年8月12日、下院は、大抵領が署名を拒否した対外貿易活動国家規制法を

S分の2以ょの多数(3∞票必要)によって覆そうとしたが、賛成2問、反対
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。、保留2で失敗した〈国家夜連況録95年恥123-124)。ほとんど満場 致の賛

成があるにもかかわらず、否決されたのである。議員の3分の1近くが欠席し

ているととも問題でああが、議決のル ルにも不合理な点があると恩われる。

しかし、それを改めようという主張肱ロνァでは聞かれないa

上院は、地方の立法・執行機潤の長が多いこともあって、定足数を議たすと

とがー苦労である。上院規則では、会識は3週間に1回以よ開くことになって

いるが、こんなことでは迅速な立法活動は困難である固く立法集95-17-1473

上院規則第45条)。既述のように、下院の採択した法案を2週間放置す忍と自

然成立となあが、その関上院が聞かれないことは頻繁に起こりうる。上院規則

では、定足数は、当初総議員の3分の2となっていた(第4B条2項)。しかし、

それでは会議の成立が困難なので、 95年7月21自の上院規則改正で、定足数

が紛議員の過半数に改められたことは前にも述べた。

上J院では、議場に50人くらいしか議員がいないのに、登録数は120人だった

こともあるという.上院が95年予算を矛認したときも、賛成した議貝のうち1

2人は、その時モスクワにいなかった左いわれる(ロ新測95-5-30)01)揮はカー

ド方式だから、他人のカ ドを預ーで機械に繍入するのである。このようなこ

とは、下院でも臼常的な現象になっている(イ95-7-22λ

下院では、しばしばボイコット事件が起きている。とりわけ自由民主党は、

奇妙な理由をつけては会識をボイコットしているe阪述のように、法案を可決

す.ためには総議員を基準にして過半数(週常の暢合)の賛成が必要であるか

ら、大きな会派がボイコットす忍と、議事選営に大きな支障をきたす，それを

見越してのボイコットであ益。例えば、例年5月初日、自由民主党は、ロジ

ア・テレピの番組『詳細」のスパニッゼ記者の発言に抗議して、会議をボイコッ

トした(イ銅 5-21)0 94年7月、同党は、同派議員の航空機代を下院が支払

わなかった(アヱロフロ ト以外の民泊噌抗空機だったので〉ことに抗議して、

審議への参加を拒否した(イ94-7-21)。また94年10月7日、クりノフスキ
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"' 
党首は、北朝鮮からの帰途、ケメロポ空港に着陸しようとしたところ、州IT政

長官が者陸を拒否したという事件について、自由民主党に対する挑発であると

して下院の会識のボイコットを宣言した。共産党も事件の真相解明を主張し、

運輸相が専門委員会を作って調査することを約束している〈独立94-10←8、n

新聞94-10-8}0

95竿2月8日には、自由民主党は、内相や下院議長などの解任を要求し、

ぞれが容れられないと会識をボイコットした〔ロ新聞95-2-16)。共産党も、

出版社が「ソビエト・ロシア」紙¢発行を拒否した(代金不払いを翠由に〉こ

とに抗議して、ボイコットしたこよがある (94-6-18)0rt2月12日同盟Jも、

会派の登録を取り消されたことに抗議して、ポイヨットしたことがあった (0

斬聞94-6-16，イ94--6-17、独立94-12-8)。

またジリノフスヰ 議員の発言は、しばしば支離滅裂で会援を混乱させてい

る。それだけでは江いo95年g月11白、下院で、議長がある自由民主党議員

にボスニア問題で強引に発言を認めたことに抗議した民主ロ Sノアのヤク ニシ

議員に対して、ユコライ・ルイセンコ議員が暴力を輝L1議場が混乱した事件
がめったーその際、クリノフスキ 議員怯女性議員チシコフスカヤ (r新地織

政策」所属)の援をヲ1->1;1'..，たことで軍震をかった(トル-l' (}5-9-12.、イS5-

9-12}0 

下院の会派は、当初8つあqYJ.その後ハカマダ女史らの r12月12日同盟j
(一時期怯「自由民主同盟12月12日」を名乗っていた)が生まれて消え、他に

グル プ(正式会派では江い)として、パプ リン氏ら反車旅の「ロγ7の道ム

グルコイ派の「大国Jも生まれて潰れた。その後会派の再編成があり、「霊忍む、

「ロシア」とい勺た中道右派 中道左派の会派が宣揚し、 11会派と征っている。

この間の会派の消長については、表⑪のとおりである。多くの会派が議員を

誠らしているが、とくに改革派の「ロシアの選択」と統 ・合窓党の落ち込み

が目立つ。前者からは、プルプリス、ボルトラ ニ:.;/、パンフィロワといった



68 神戸法学年報第11号 (1995)

大物が離脱している。 95年7月段階の3現職議員44'人のうち、無晦件または条

件付の改革派は188人で、改革反対派が256人だという数字もあるい95-7-2

2)， 
他方で、執行権力側の問題として俗、仔政機織の未盤舗があげられる。政府

と大統領府に同様の機関が重複的に存在したり、両者の連絡体制が不舗であ勺

たりする(行政の三頭性〉。例えば大統伽亘曜の国家法俸帽は、もともと大統

領令を準備したり、大統領の立法発議権の行使を準備するのがその職務であっ

た。しかしこの犠閣は、大統領自身または大統領府の統制も受げないまま、大

きな権限を採っているといわれる.司法大臣だったカルムイコフ氏は、国家法

制局が、司法省よりも上位に"る機闘として振舞 qていたととを指摘している。

国家法制局は、大統閣の議会での代理人であるヤコプレフ氏とも対立している

というロ労働法典の草案なども、政指や司法省に棺惜せず、国家法制局が騎手

に議会に上程したとい守〈イ94-4-21)。

また行政機関は、そのほとんどが大統領令または政府決定によって設置され

ている。重要な行政機関の機締と抱吸を法律によって定めるという発想がない

ため、大統領を厳しく批判す志議会側も、この点では異論を唱えたことがない。

行政機関の設置改編は執行権力の縄張りと認め、口出ししないのが当然だと

考えているかのようである。行政機閣の機構・権限を法律で定めているのは、

悪名高い秘密警察の系譜を引き、市民の権利を侵害しがちな保安機関に関する

法律(連邦保安繍目司法)だけでめる。

ゾ逮・ロシアの歴史において、「ウカースJ(現在では大統領令〉が特殊四地

位を占めてきたことは、これまでもしばしば誼じてき定。現行憲法では、大統

領令の位置はいっそう木明確になった点がある。前の憲法では、大統領令は、

「憲法・法律に基づき、それを執行するためにj公布されることにTよっていた

(旧憲法第121条の8λ 現行憲法も、草案の段階では、大統領令は、大統領に

あたえりれた権限を行使するために発せられることになっていた。しかし確定
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" 
憲法では、そのような条件はな〈、無限定に、大統領令を発しうるかのように

読める。ただ当然ながら、大統領令は憲法法律に矛盾してはならないとされ

てい忍だけである(憲法第鈎条)。

この規定からすると、憲法・法律に矛盾しなければ、接待レベルの規範であっ

ても、大完売領令を公布しうることになる。つまり法律に空白のある分野では、

大統領令が法律に代替することが可能なのである回実際、新憲法の宙定に伴う

新法律の制定はすぐにはなされないかb、法律レベルの大統領令がかなり多数

公布されている。このことは既述のとおりである。そのいくつかは、議会こよっ

て憲法裁判所に、合憲性の審議請求が提出されているロ民法典同審議に際して、

「経済関係を規制する大統領令を出すことを禁止する」という修正案が出され

たこともあった(イ94-7-26)。いずれにしろ大統領令による立法は過渡的な

現象であり、対応する法律が宙定されれば、大統領令の方は失効する。

その比較的わさな例Jをして、法律の発効手続法の問闘がある。新議会発足後

まもない94年 4月5目、大減額は、「連邦法の公布・発効手続について」の大

統領令を発した〈司新聞94-4-6)。これは本来議会が法律によって常定すべき

事項である。その後94年5tl25目、議会は、「憲法的法律、連邦法およびロシ

ア逮邦連邦議会議院法令公表・発効手続法」を傷定した〈立法集9<-8ω"。
これによ qて先の大統領令のうち新法と抵触する部分は失効したことにたまる。

この法律の制定に際しでは、議会側が既存の大旗領令に妥協した点がある。議

会側の原案では 法律は 「連邦議会通報jによーて公布されることにな q て

いた(ロ新聞94-3-2E、イ94-4-26)。ζの「週報J(BenoMOCH!)という

表現は、最高会議時代以来の伝統ある言葉である。他方で、先の大統領令では、

法律は「ロシア連邦立法第りに公表されることになっていた.こちらは歩議杭員・

政摘が発行してきた公報睡である。先の儀会の法律は、結局大統瀬側に餓歩し、

官。孝弘大先発領令や政府決定と共に、「ロシア連邦立法集jで公表することに

したのである。しかし「ロシア逮郊立法集」は大統領府が発行しているため、
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議会側は、その後独自の『連邦議会週報」の発行を始めた。

93年9月21日の大統領令による回議会の廃止かり、新窓法の制定までの期

間に、大統領が発した法律レペルの大統領令の効力も問題になる。先の大統領

令により、この期聞は、大統領令が憲法・法律を凌ぐ効力をもつことになって

いた。この間発せ匂れた法律レベルの大統領令は63に及ぶという催泣04-1

加入それらも、新しい法律が詰判定されるまでは有効という銀いになる。

93年12月の新憲告制定後、エリツイン大統均質は、「ロシア連邦の立法をロシ

ア連邦積法に適合させるための措置についてjの大統領令を発した(法令築関一

回一則的。この犬統領令は、新憲法の制定によって効力を失った法令のリス

トを掲げている。しかしそのような判断をするのは憲法裁判所の役割であり、

大統領が勝手に玩存の法令の有効無効を決定するのは越権行為であるという

批判もある(敏立例ー1-20)。

さてこの2年聞の議会と執行極力の関係は、いかに評価しうるであろうか白

この点でルイプヰン下院議長の手腕を高く評価する声は多い。ロシアでは政局

の安定は1カ月以上続かないのが普遍だ治、それを安定させ、また議会を「政

治クラブから立法機掴に変えた」と評価する声もある(イ94-5-11)。

例年新議会の発足後、同議長は、次のように語っている。妨害・敵対とし

ての権力分立はとらない。危機かbの朕出には、市民的平和と合意が必要であ

り、極力の分立は、その栢互協力相互支復を前提としているa下院休、闘争

を望んだ人々の期待を裏切り、立法活動に専念すあ〈ロ新聞94-2-26)。他方

で同議長は、例年の大調領の教書について、その内容が隠鍵であり、対決色

を避けていると肯定的に評価している(ロ新聞94-3-12)。新議会発足後100

B目のインタピュ では、ルイプキン議長は、「立法活動についてよりも、む

しろわれわれ均九短期晴のうちに、大統領在下院、上院と下院、下院と司法権

力の閣の相互理解と紹互協力を見い出すことができたこと」に大きな成果があ令

たと述べている(司通報94-5-12)。
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ルイプキン下院議長院、立法権と執行権の対立が激化しているというのは根

興がむいのかという聞いに対して、大統領が議会の採択した法律の多くに署名

している事実など会指摘し、「われわれが成し遂げた最大の成果は、われわれ

が今日の困難な状況の下で、政府が平静に働くことができるように努力してい

るということにあ否。われわれの釜本的拡課題は、政調の構成を変えたり、基

本的な活動方針を正したりして、毎日政府を援助することだE私は考えているj

と答えている(ロ新聞鈍 9-10)。

大統領も議会の活動を評価し、 94年10月に両覧へ送勺た書簡の中で、立法.

執行両権のE常な相互協力隊不可能ではないかという悲観論が年羽には多かっ

たが、権力関の建設的な対話が生まれ、議会は多くの立法を行ったとその活動

を評価した〈司新聞94-10-6)。

他方で、野覚が多数を占める自民会には、当然大統領に対する厳しい批判もあ

る。下院のイリューヒン保安委員長(共産党)は、大統領は、少国滞在中の行

動〈アイルランドでの問国首相との会談の中止など)からみてアルコ ル依存

症であり、園を統治できる状悠ではない、彼の行動は「ロ γア民族の恥辱の極

みjであり、最高医療委員会を段置して健康夫館の鑑定を行うべきである、大

統領とりまきの「劇団ヲスプ チンJ(コルジャコ 7大統領警穫官長などを指

す)が闘を統治していると、辛練な批判を行令ている(独立94-10-6)。

「保守派中間派の英雄J(イ94-9-21)とも言われあロシア民主党のグラ

ジエフ党首は、「下院は政府の付属物に転落した」という。下院議員の多くは

政指の経済政策を批判しながらも、予算を承認したり、 U シア民主党による政

府不信任案の提案を妨害したり(既述のように、当初は1つの会派が単独で政

府不信任案を提出できたが、その後の改正で、9G人以上の賛成が必要になっ

た。民主党は当初は15人、その後10人に減少した4会派なので、政府不信任

のイニシアティプをとることが困難になった)して、事実上政府を支持してい

るというのである。「この1年間下院位、その指導部の努力によって、事実上、
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住民多数の利益を表現する反対勢力から、政府の付属物に転落し、その政策を

従 00に支持し、自らの屈辱的地位に甘んじているJというのである(独立弱

5-11)。同じ民主党のザトゥーリン議員も、下院は、「固有の見解を脅す.蟻

院から、閏分の内部に閉じ鰭qた人形一真の権力¢付属物に転落し、その越を

完成したjととを疑問の余地なく示したと酷評している(独立邸 4-18)。既

述の共産党のイリューヒン議員も、ロシア憲法は、世界が認めている「園家権

力機能の分割の原[P.iJJに違反しているとし、ロシアの法創造は、事実上執行権

力によ勺てなされていると批判してい12(独立95-3-1)。

ともかく、この2年間k議会はかなり重要な立法活動を展開してきたし、 91

年以来の無予算状態にも終止符を打った。公聴会の活動や活発な討論で執行

権力と対抗しながらも、しかも議会の行動は自己抑4闘がきいており、 E弘前のよ

うに二重権力状態に陥るとと怯なかqた。予算の採択や、下院選挙法の制定過

程をみると、議会は決して執行権力のいいなりにはなっていないし、自己の主

援を貫いている.このようにみてくると、この2年間、とにもか〈にも、ロシ

アには初歩的なかたちで立憲主義が姿を見せ始めたといえる。 95年12月の議

会選挙、鉛年に予定されている大統領選挙の結果如何で、またロシア¢政局は

大いに濫れ忍可能性がある。しかし長期的には、この2年聞が、ロシア立憲主

義の出発点を画するととになるのではないだろうか。

注

まえがき

(1) 新憲法の制定過程と書法奥の正文については、剣稿「ロシア新憲伝体制への道程」

<r神戸法学年報』第9号、 19関年)、新設会の遺著書結果と発足についてほ、徹稿「

カ九四年ロシア新議会の成立〈上下)J (r神戸法学雑誌』第43巻4号、第44巻1号

1¥醐年)歩胤

包お本稿で悶いる出典の略記方法は次のとおりである。イ=イズペスチャ、独立=



ロシア立司民主筆への歩み '" 
独立新聞、ロ新聞=ロシア新聞、ロ通報=ロシア遇線、コメルーコメルサント・デイ

り。

第1輩

(l) 議員地位法の邦訳除、『ロシア研究J~Ij骨密 3 (1995年、固際問題研究所〉に所収。

下院活動鍋織委員長パウエルσロシアの選択」派)位、議員報酬の額について、下
院は大臣の干a.-割弱を考えていたが、上院が1∞%と決定したので、それに従った

ものだと説明している〈ロ新聞94-2-8)。議員のうち3"人はモスクヮ市民ではお

〈、ホテル モスクヮι録料で宿泊している(シングル ルームで2万5千ルーブルλ

また旧般商会蕗議員のうち190人隠、まだ議員層住宅に住んでい6という〈トルード

94-2-2)。

第2章

(l) 会派思構成員数の表については、徹稿「 九九四年ロシア新議会の成立〈下)J

〈問戸法学雑誌』第..巻1号)105買の表⑪移恥

(2) 下院の現勢調則の邦訳は 「ロシア研究』別問3(1開時k副鳳匂崎研究別〉眠恥

(3) rロシア連邦立法集J9沼 16-1451、ィ95-4-&r社会主義法のうごきJ95年、

"'号の相浦、森下の紹介参照。

'" この大統領令の邦訳は、 rロシア研究』恩冊3"鈎5年、国際問題研究所)所収。
(5) なお94年2月4目、アレクサンドル'ヤヨプレフ教慢が、議会に対する大統領@

代理人に任命された。大統領録療の法案η説明を行ったりする〈ロ新聞悦ー2-5)0

第3章([)

(l) 大統領録議の大教決定の下院による修正により、大放の適用対象に、「チ品ルノプ

イ'J原子力発電所事故の救援活動に参加した者」が追加された。

包〉 大教決定に対する会派別の投票行動については、拙稿『一九九四年ロシア新議会
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の成立ぐ下)Jcr神戸法学雑謎ミJ第44巻 1号、 1悌4年:)106買の褒⑫調書照園
第"駐(2)

()) カザンユヲタ氏は、オムスク大学の国家法・自治体法講座主任、大統領評議舎の

メンパーでもあった。オふスク州行政府の民族・宗教・社会図体悶遍委員長も務めで

いた(合法性倒 110以前89年の第1国のソ連邦人民代議員大会が最高会織由民員を

互選した際落選したヱリツイン氏を当選させるため 自らは辞任したζとがある

ω出稿「ソピエト機会のドラマ的展開H神戸法学年報J"号、 37-38真書欄)0
(2) r独立新聞J策集長のトレテ，コフ氏は、大勝額iま検事総畏を自分の認下と考え

ていたが、カザンエヲタの方は、検事総長が法にのみ従うべきことを理解Lていたと

し、カザンニッタのおかげで19師年 2Ji25日也衆 pシアには検察斤の独立が存在して

おり、後U自らの歴史的使命を遂"したと、畿の行動を高〈評価している(独立鈍

3-2)， 

(3)新検事総長の斗 リ・スクラ トフ氏位、 19臼与えウラン ヲデ市に生まれた。

スペルド司フスク法律大学を率業L 大学院で学んだ後、 π年から初年まで、岡大学

の講師、助教銀、講座主任〈臣家法行政法議直)を務めた0 "，年から凶年まで健、

同大学の裁剥・検察学部の学都長も務めた。 8閥均';--91年に陪、ソ連邦共産党立法発援・

法鎗問題鶴長代理となり、 91年-9S年には、ロシア迫者5共和国間保安局・内務省法律

門姐上級顧問を務めた。 93年か勺は、ロシア連邦検察庁付屡合法性・法秩序強化問題

科学研究所長の地位にあった〈独立95-10-2沼)。

'" 鮒稿「一九九四年ロCンァ新議会の成立(上)Jrr神戸法学雑誌』第43巻4号、 1鈴4
年)切頁~.君。

(5) 拙稿 f訟と犯罪J(木村汎編「もっと知りたいロシア」弘文堂、 1師年)196-1S咋

頁怠薦。

(6) 地方議員を含めると、 93年~例年に金ヨ園で234件の特権.奪の提起があ旬、その

うち約半分が昭められたという(ロ新聞鈎-3-21)，
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第 3~ (10) 

(1) 勉稿「一九九四年E シア新議会の成立〈上)J(r神戸法学犠箆j第43巻4号、 1四4

年)120頁多照a

(2) 拙稿「ロシア街憲法本制への遭程」σ神戸法学年笥U第9号、 1993毎) 174~175 

頁移照。

第3.(11) 
(1) 拙稿「ロシアにおける企業私有化の中間総括J(作中戸法学年報』第四号、 1鉛4年〉

第三章「新段階の私有化」多照e

(2) 1)スチιフ事件については、拙稿「楼と犯罪J(木村内編『もっと知りたいロシア」

弘文堂、 1995年〉多照。同蛤文でも触れているが、これまでに下院議員も3人が殺さ

れているa最初の犠牲者にな勺たのは、例年4月26日、「街地域政策」所蔵のアンド

レイ・?イクエルクス随員だ勺たロ彼は銀行の鼠取や国際実務会社佐長を務め、他の

銀行や地方行政府とトラプルを起としていたという.彼は「タトーーイ aスチ クトー」

(who'. who)という新聞を発行していたが そこで「詫盗減J，量も凶葱抵組織九日

罪@ボス〉のりストを発表 Lたことカ恨みを買勺たともいわれている.下院は、治安

責任者のイ ιーりシ内相の解任を求める寅明を発した (94-4-28)が、大統領はそ

れを拒否したa 号の下院議員殺人事件については、先の拙構多照。

。〉 犬匿の解任復案は、己れ以外にもしばしば益畿の対象となーている固とりわけ自

由民主党は、しばしば大臣の解任を要求してい..例えば、~年4月 26日、自由民主

党のミトロファノフ議員は パルカン問題でその使命を果さなかヲたとして、コーズィ

レフ外相その他の解任を大統領に求めるよう提案した。しかし賛成131、反対64で否

決されている(ロ新聞94-4-27)D

(4) セルゲイ・コワリョヲ氏は、 E銅O年生まれロモスクワ大学生物学部卒ロルイセ y

コ学旅に反対して闘った.1960-70年代に反体制運動に参加し、 74隼に7年D懲役と

s年の涜刑の執淡を受けている.s同年からロシアの人民代議員を君事め 冒シア量百話会

識の人縦委員長、大統領付属人糧費員舎の委長長を務めた(ロ新聞鈴 2-"。
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。〉 孟ピソ ド的なことを少し追加したい。下院の審議で、目本の ζ とが話題になっ

たことがあるE 例年3月17日、チ皐ルノムイルジン首相は、上院で¢波宮絶句中で「四

本モデルjに雷及し、日本lま験後休みなしに働いてきたが、『われわれは祝日から初

日まで酔いが覚める余裕がない」と述べB 鋭日を半誠す.法律を鑓錯する予定だと迩

ぺた〈ロ趨線94，-3-19)，実際にはロシアの祝目は目本より少抵い。他の例 マル

イチ品フ議員は、日本の着物姿で議場に現れ、日本のセクトのロ νアでの宗教活動を

禁止する法案を縄出しようとしたという(コメル95-4-8)。

男のエぜゾ ド。共産党のペゴワ議員lま織争勝利50周年を記念して、ボルゴグラ

ド子告を「全人民の指導者の歴史的使命の名嘗回復のためにJスターりングラード市に

戻すように提案した。しかし賛成66J翼で否決された〈司新聞95-3-16)，

第4章

(J) 立法発議権の行使決視はあまりよ〈分かりない。ただ"年の第1会期に上程され

た220の法案については、ルイプキン議長がその提案者を数字で示してい'0それに
よれば、大統領提案27、上E詩集員の提案6、下院路長の健案'"、政府提案34、連邦

構成主体の提案3、憲法裁判所 1、最高教判断l、最高伸.... 割所2である(ロ週報

"-7 筏， "新聞94-7-2ti).また色5年の巻の段階で、大統領による法案の提案は

00件で、そのうち下院が探択したのは"という(ロ新開95-2-11、ロ通報95-4

28)巴

'" 下院では、時々、議員の処罰が蟻閣になるととがある.この民族共和党のヱ 2ラ

イールイセyコ議員(ヤプロコに結集しているロシア共和党のルイセンコ譜員と怯別

人である)も、ヲクライナ国旗を侮辱したため、その月の終りまで20日間近〈、議場

での発官権を菰奪されたζとがある〈司新聞錨 4-)氾)0

(3) 拙福r一丸九四写ロシア新讃会の成立(下)Jσ神戸法隼縄紘j第"巻1骨、)994
年))05買の表@穆照。

(4) 例年11月に制定された民雄典第1都も、園家法制厨で1カ月岡放置されていたと
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いうB その翠歯は、民法泉とは別に、他のグル プが続密裡に商惜奥を起草しており

民法典と混合する点があうたからだという。このグル プのり ダ はラプチ豆フ氏

であヲたが、彼は、以前は径祷法概念に依拠して経済の制政綱闘に賛成L、商品・貨

幣関係の発展に反対していたのに、現在は商法典の起草ι動己、なのだという〈イ .. 

4-21)，拡お民法興策1部は、自由民主党や麗衆党も賛成LI'が、共産党陰、それが

『国の資本主劃U を君、向しているとして、絶対闘に反対したという〈ただし第1説

会時の乙とである。ロ新開制 5-27)。

(5) 例えば他縞「立法と司法のメカ二ズムJ(木戸務・皆川I修吾編『スラプの政治』、

弘文堂)9馴年:)79-船頁多鳴a

(6) なお、 94年 7 月 2 臼に発表された「ロ~アで権力を掻勺ているのはだれかJ とい

う闘いについての世論調査の結果がある。縄査地域怯 毛スクワ市とサンタト・ペテ

ルプルタ市のみである(以下の散字は前者がそスタワ市後者がサンタト ペテルプ

ルク市のもの)。結果"，大統領という答えが22%と18%、政府が17%と22% マ

フィ7が叩%と16%、議会が8%と7%、官僚装置が2%と0.6%、その他""とw

%、だれでもえまい'"と3%、答なしが共に27%であったという(イ94-7-2)，
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.<① 臼シア政府の構成(IS附4年1月初日段訓告のものを基礎にして、 1鈎包年10月まで

の'"動を含む。日付はその盆曳方自を示す〉

首 相

第一副首相

同

副首相

同

同

同

阿

同

同

同

同

政府官房長官

同

原子力相

対外経済関隅租

内 相

同

チェルノムイルクン

ゾスコペヲツ

チュパイス (94年11月5日〉

ヤーロフ

ザベリ， -，、

シャフライ (94年4月7日〉

ダプィドフ (94阜11月9日)

ポリシャコワ (94年11月9日〉

イグナチ"コ(0拶字'"1日)

ポレパノフ"凶年11月15日任命、路年1月"図解任)

エゴロフ (94年12月7日任命部年6月初日解任)

ショ ヒン (94年11月6目解径)

クワソフ〈斜年11月116解任〉

パピチ'"7 (94年11月15日任命〉

ミ，、イロ 7

ダブィドフ

イェー<)シ "6年6月30日解径D

クリコフ(05年7月6目任命)

時占防衛・非常事態 自然災害数獲得

民族問題・地域政策栂

問

団

ショイグ

レャフライ "6年5月"目解任〉

エゴロフ(94'手5月時日径命、 95年6月30白解任〉

ミハイロフ〈鋭蒋7月5自任命〉
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保健・医療工業相 ネチャーヱ7

外 繍 コーズィレ7

文化相 シドロ7

科学・技術政策相 サA〆トィゴ7

国防相 グラチョ7

教育梱 トカチ"コ

環境・天純資源保謹相 ダニロ7・ダι.，ャン
受適相 "ジ，-五7

通信相 プルガッデ

畠業・食種相 "'レィストゥン (9'年10月"日解任〕

同 ナザルチ品-， (例年10月"日任命)

独立国家共同体書加園協力相マシァツ〔解任日未確認J

同

住民社会保護相

同

蝶料・エネルギー相

運輸相

労働相

財政棺

同代行

同臨時代行

財政欄

経済相

同

司法相

同

セロフ(~年 2JH6日任命〉

バムフ4ロウ〈弘年3月28解任〉

ペズレプキナ(例年5月4回任命〉

νャフラι ッタ

エフィーモフ

メリキヤン

ポリス・フョ-1'<>ァ ω4年i月26日解任〉

v。ピーニン〈例年l月"'閏任命例年10月"日解任7

パピロヲ (94年10月12自任命〉

パンスロフ (94年11月4日任命〉

シzーヒン〈例年11月6日解任〉

ヤーシン〈純平11月8日任命)

カルムイコフ(例年12月8日解任〉

ワレンチン コワリョフ〈何年'"5日任命)
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建設相〈国家委員会を省に改組)

無佳所相

固有財産国家管寝委員会

同

対外情報局長

選仏噌方線局長

同

連鰍曝安局長

連邦ラジオ・テレビ局長

岡

パッシン (94年7月21日任命〉

トラフキン(斜年4月29日任命〉

ボレパノフ(例年11月15日任命、 05年 1}l" 24日解任〉

ベワャーエフ(節隼2月8自任命)

プり守ヨフ

ゴルシコ (94年2月21回解佳〉

ステパ シン (94年a月s日任命、 05年6月羽田解佳ヨ

パルスコフ(舗年 7J'l258/f命)

γレタサン戸ル ヤコブレフ (05年s月11日解任)

ラズトキン(9o年3月11日伝命〉

表⑨太続傾付属機関(IS防年10月現在)

大統瀬府長官 フ4ラトフ

同第ー代理

大統領首席補佐官

大統領補佐官

司

同

問

同

大統傾報逝官

岡

大統領警護官長

芭咳法制局長官

クヲサフチ，ンコ

イリューシン

パトヲーリン(0凶年1"，日任命〉

ヲナターロフ〈鈍年.."日径命)

クズィク(0#李6月調自任命〉

りフシヲツ (94年11月9日任命〉

クラスノ， (9o年2月8日任命〉

コスチコフ(笥竿3月14臼解任)

セルゲイ メドページι フ (05年aJH5百任命〉
コルジ.コフ

オレホフ



間代理

同

同

統制管理局長

問

問代理

情線管理局長

ロシア立憲主義への歩み

オレフィレンコ〈悩隼2月7日任命〉

マスc7 (94年'"'日任命〉

プルイチzワ(95年5月3司任命〉

イリユシ，>ヨ〈悩年2月2喝日解任〉

ザイツ孟フ(~竿 1 月 21 日任命)

オチ p7 (94年8月4目任命〉

ノソベツツ(95年3月，[日任命〉

表⑨下院の主要人事([鈎訟手10月，，~)

下院議長 イワンルイプキン〈農業党〉

第1副首長長 ミチ品コフ(司シアの選択)

ペンゲロフスキ 〈自由民主党)

81 

副自民長

岡

同

ワレンチン コワリ言フ〈共産党、"年1月[，日解田

セルズユョフ〈共産党筋年1月25目選出〉

問 フ品ドゥロワ〈ロシアの女性〉

問 チリンガ司フ〈新地場政策、'4'手6月初日選出)

委員会人事〈似年1月11日決定、ロシア新聞94-1-2f、問例ー1-21、氏名は委員長〉

立法・裁判法改革委員会

労.目社会扶助委員会

健康保費委員会

エコロy 委員会

イサコフ(縫業党〉

カヲシユコフ(自由民主克コ

ジ品二センコ〈ロヨンアの選択)

レメシ B フ(自由民主党〉

教育・文化，科学委員会 ロνコワ〈新地域政策)

女性家族・育年問題委員会 クリマントワ〈ロシアの女性)

予算租議銀行・金融委員会

ザドルノフ(ヤプ司コ)



82 神戸法学当事特 第11号"筑渇)

鑑賞政策委員会

所有・私有化・経済活動委員会

偉業悶陸委員会

同

グラクエフ〈ロシγ民主党)

プルコフ〈新地様政策〉

ナザルチ品ータ〈廃業覚、街年l河島栢"転出)

チi ルヌィシi フ〈農業覚、路年1月21目選出〉

工裳・建設・翠舗・ヱネルギ委員会

グセフ〈自幽民主党〕

天然資複・自然制周委員会 アスタフィエフ〈自由民主党)

園防委長会 ユシエンコフ〈冒シ?の遷叙〉

保安委員会 イリ品ーヒン〈共慶党〉

国際問題委員会 ルキン〈ヤプロヨ〉

独立国家共同体問題 同胞迫絡委員会

ザト 9ーリン(統 ・合意党〉

民族問題委員会 ジャムスエフ〈新婚蝿政策)

連邦・地核政策問題委員会 シャポパロフ〈統一・合怠党〉

地方自治問題委員会 スリワ〈統 合重量覧〉

社会団体・宗股組織問題委員会

国家院活動組織委員会

情線政策ー週刊書委員会

地殻学問騒委員会

ンfルカりツ.， (共産党)

パウヱル(ロν7の還択〉

ボルトラ ニン〈ロシアの選択)

ウスチノヲ〈自由民主覚)

表⑥上院の主要人事(鈍年四月現在)

上院議長

副議長

同

ウヲグーミル・シι〆イコ

アプドラチヲポヲ

ピクトロフ
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同 ドルゴラプチ zフ(94年"月"司選出〉

委員会人事〈弘年1月15司、ロシア新聞94-1-26、追U加隊司鈍 3-W、氏名は委員

長)

連邦"題・連邦条約・地騒政策委員会

タラセンコ

憲法的立法・裁判法問題委員会

コストエフ

予算金融通貨信阿規制、通貨発行、租意見政策、関草花規制委員会

ゴンチ*ル

経済改革所有財産関係制犀安員会

ゼレシキン

独立国家共同体商圏委員会 グストフ

国際問題安員会 ポドグリゴル

保安国防r."委員会 シルショフ

社会政策委員会 カレロフ

腹案政策委員会 ズポ '1:，-スキ

科学ー文化・教育問題賓員会 ストロエフ

北方問題・少数友銀問題委員会

ツペトコフ (94年4月12回選出〉

纏院規町議会手段委員会 クレスチeニノヲ
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署長⑤例年1月別目 下鴨議員活動保証臨時視程〈議員へさまざまな特権を付与)に対

す.会両派別の役票行動〈イ94-1一袋5、面白拠と事実94-No.4) 

賛成 皮対 保留 費成者の比率

自由民主党 e的 1 3 83% 

共 産 党 45 。。 82 

ロ V アの遺 16 8 G 70 

a島 業 党 52 1 2 69 

" '" 'T (1)女性 22 D 1 66 

新地埴政靖 '" 8 5 船

ロ'" "T民主党 9 5 1 ~ 

12月 12日間盟 9 14 3 47 

統 合意党 5 19 6 41 

ヤ プ ロ コ 6 17 4 4C 

ロシ 7 の選択 10 関 8 35 

合 計 2地7 12掲 31 61% 



ロシア立憲主義への歩み

" 
表⑥ 19醐年10月U目、政府不信佳麗に対する下院会派の役復行動〈法得噺倒94-No"岬

不信佳 信任 保留 投票不書加

総 数 19' " 55 148 
(% ) (42.9) (12.0) (12.2) (32.由〉

所属事I明数 183 48 50 139 

自由民主党 伺 。 o 3 

共 産 党 48 。 o 1 

a 業 党 19 1 3 8 

ロド 7 白道 9 o o 2 

ロシア民主党 6 2 2 s 
新地域政靖 15 7 s 28 

" " y の女性 1 o 15 4 

腕 -合意完 。 13 1 4 

ヤプーjンヱキ連合 。 。 。 20 

回~ 7 の選択 。 19 8 ~ 

稽 派 e 2 4 12 

続 所 属 24 5 14 33 
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署長以⑦ 1994隼度予算禽に対す.下院会派の役票行動(第i策会採決は例年5月II目、

第2説会は8月8目、イズペスチ .. 唱 6-16)

• 業ロシアの女性

共産党

統ー 合意党

自由民主党

ロシア民主党

ロシ 7 の道

n月 n日同盟
新地織政策

E シアの選択

ヤプロコ

無所属

A 
日 計

党

構成員数|第1続会質成者|引説会賛成者，%)

と
お
一
信
一
担
一

Mm
一万一泊一

m
一回一

M
E
m
-
7
一岨

ω
一
口
一
釘
一
旦

m
一4
一8
E
一
ω
一土
O

一。一醐

52 (95) 

20 (87) 

33 (73) 

22 (71) 

42 (66) 

9(，泊〉

5ωω 
12 (38) 

17 (28) 

11 (15) 

1 ( 3) 

3 "凶)

沼7(51) 
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表'""沼渇空宇6}!21日の政府不信任案に対する下院会掃の役扉行動〈コメルサント・デ
イリ %-6-22)。

賛成 反対 保管 末怠初

ロ y ア由連択 s 39 : 11 
自 自 民主党 44 1 o 9 .. 業 党 44 1 o 8 
尖 産 党 45 o 。 2 

ロシ T の女性 2 o 13 6 

ヤプワンスキ 連合 25 。 。 o 
ロ Yγ 民主党 10 。 。 。
統 ー合意克 1 3 。 15 

新地域政 策 m 2 1 g 

首 y ア 10 6 1 18 

安 定 3 13 z 21 
無 所 属 33 5 2 13 

合 P十 241 72 20 III 

他仁、カ ドを忘れた鎗員削こ賛成1、反対10腹案党でただ1人反対したの払

ザペ'J.ーハ酌首相、無所属で反対した5人の中には、トラフキン、ネプザロヲが

含まれる。



88 神戸法掌年笥第n号(，岬る〉

議"鉛崎年7月12自の『醸員によ'*総領告発樋擦に蹄濯して特別委員会を位置する

件民関する決定」車に対する下隣会派の被薦行動(ロジア週報95-7-13).

賛成 反対 保留 不参加 合計

ヤプリンスキ 迎合 4 o o 23 21 • 業 覚 34 1 D " w 
ロシ 7 白量択 o B 。49 " ロシ T 民主党 6 。。 4 '0 
ロ 3ン ア 13 。。23 36 

安 定 a 8 。28 39 

共 産 党 4s 。。 2 47 
自 自 民主 党 21 o o 28 55 

続 -合意覚 2 o o " 21 
ロシ 7 の女性 5 。。

" 
21 

新 地域政軍 5 。。2掲 " 無 所 鵬 20 2 。36 総

合 言+ '64 " 
。265 仏S



ロシア立憲主義への歩み 89 

表⑩下院の会派の構成員敏の変化

93-1-13 事.-ιs 95-7-2 増減
ヤプ'Jン 1キ 迎合 25 21 27 + 2 

a島 業 覚 5苅 55 50 5 

'" '" l'由選択 76 74 52 M 

ロ'" l'民主党 15 15 10 5 

ロ シ γ 36 

安 定 39 

共 産 党 55 45 " 8 
自 歯 民主 党 64 64 55 9 

統 -合意覚 30 31 " 13 凹'"l'白女性 2泊 23 21 2 

新 地 械 政 策 65 60 31 34 

12月四日同盟 32 

ロ まY ? の 道 13 

宮様 n町 鳳

"' 7 58 +22 

合 計 斜4 448 <<3 

〈僧減の敏字は、例年1月l2日と"年7月12日を比絞したもの)


